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令和元年第３回大木町議会定例会会議録（第２号） 

１．招集年月日   令和元年６月１９日（水）  午前９時３０分開議 

 

２．招集場所    大木町役場議会議場 

 

３．出席議員  １番  馬 場 高 志   ８番  菰 方 英 二 

        ２番  野 口 裕 子   ９番  德 永 伸 行 

        ３番  原 田   勝  １０番  古 賀 知 文 

        ５番  古 賀 靖 子  １１番  小 畠 裕 司 

        ６番  北 島 好 昭  １２番  中 島 宗 昭 

        ７番  益 田 隆 一  １３番  中 島 和 正 

 

４．欠席議員  なし 

 

５．地方自治法第１２１条の規定により説明のため出席した者の職氏名 

町 長 境   公 雄 こども未来課長 内 藤 智 之 

副 町 長 益 田 富 啓 健 康 課 長 田 中 美和子 

教 育 長 平 山 浩 一 福 祉 課 長 池 末 行 成 

総 務 課 長 境   克 浩 産業振興課長 広 松 栄 冶 

企 画 課 長 北 島 克 彦 建設水道課長 川 村 九州生 

会 計 課 長 的 場 哲 也 環 境 課 長 中 村 和 也 

税務町民課長 杉   康 則 
学校教育課長 
兼生涯学習課長 野 田 昌 志 

 

６．本会議に職務のため出席した者の職氏名 議会事務局長  山口 龍也 

 

７．議案の題目 

 

①一般質問 

②大木町環境プラザの指定管理者の指定について 

③町道路線の廃止について 

④町道路線の認定について 

⑤大木町議会運営委員会の閉会中の継続調査の申出について 

⑥大木町議会常任委員会の閉会中の継続調査の申出について 

⑦会議録署名議員の指名について 
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追加日程 

①令和元年度大木町水道事業会計補正予算（第１号）について 

②大木町教育委員会委員の任命について 

 

８．議事 

 

 

 

議長  それでは、皆様、改めましておはようございます。 

 まずは、昨夜発生をいたしました新潟・山形県において、震度６強という地

震におきまして被災された皆様に心から見舞いを申し上げますとともに、その

被害の軽微ならんことを心からお祈りを申し上げます。 

 また、本日は、６名の議員より一般質問の通告がなされております。 

 一般質問は、政策に取り組み、政策に生きる我々議員にとって、最も華やか

で意義のある発言の場であり、住民の皆様からも重大なる関心とご期待を持た

れている大事な議員活動の場でございます。大所高所からの建設的な立場での

活発な議論をお願い申し上げ、挨拶といたします。 

 ただいまの出席議員１２名。したがいまして、定足数に達し、定刻を過ぎま

したので、議会は成立いたします。 

 ただいまから第３回定例会２日目を開会いたします。 

 また、場内、若干暑うございますので、上着のほうは外していただいて結構

ですが、一般質問をされる議員の皆様は、上着着用にて質問をしていただくよ

うにお願いをいたします。 

 それでは、日程第１、一般質問を行います。 

 質問の通告がありますので、順次発言を許します。 
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 １０番、古賀知文議員の一般質問を許します。古賀知文議員。 

 

古賀知文議員  １０番、古賀知文でございます。 

 ただいま議長の許可をいただきましたので、一般質問を行います。 

 １、大木町の次期総合計画について。 

 令和元年５月４日の西日本新聞に、大刀洗町が本年度から１０年間の町政運

営の指針とする第５次大刀洗町総合計画を策定したという記事が掲載されまし

た。見出しに「校区別に初の将来構想」とあったのが気になり、大木町の企画

課と同行して大刀洗町の地域振興課を訪れ、研修をしてまいりました。 

 振興課の説明では、総合計画は町民の願いが詰まった計画になるように、中

学生や高校生、大学生などの若い人たちや地域ボランティア活動をしている人、

専門的な知識を持っている人など、まちづくりに関係する多くの人と一緒にま

ちの将来を語り合って作成したということでした。 

 また、総合計画の目的として、まちが目指す未来の姿を皆で共有し、町民の

取り組み方を明らかにし、より暮らしやすいまちにするため、一人でできるこ

と、家族や近所の人、校区の人たちとできること、行政がやるべきことなどお

のおのが役割を持ち、皆で力を合わせてまちづくりに取り組むとしています。 

 また、総合計画にあわせて校区別に目指す未来の姿、各校区の魅力や特色を

生かした地域づくりのため、校区に住む皆が何ができるかについて語り合い、

まとめたということでありました。住民の若い人をターゲットにした協働の手

づくりの総合計画には、新鮮で大変興味を持たされました。 

 ところで、大木町の第５次総合計画は、来年度が目標年度になっております。

また、まち・ひと・しごと総合戦略も、同じく来年度が１期目の目標年度であ

ります。地方自治法には義務づけがありませんが、総合計画の策定の準備段階
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ではないかと考えますが、次期総合計画の進捗について、企画課長に伺います。 

 次に、２、大木町のふるさと納税の使途について。 

 本年６月から、ふるさと納税の新制度が始まりました。過度な返礼品競争を

是正するための制度改革ということであります。 

 さきの令和元年５月２７日の西日本新聞に、１８年度筑後地区の市町村のふ

るさと納税の寄附額が掲載されました。大木町が１４億６０９万円で、１７年

度と比較して約１２倍の大幅伸びで、地区１位の寄附額となっていました。理

由として、北海道胆振東部地震で震度７の揺れに見舞われた厚真町のふるさと

納税の事務代行を行ったことが転機となり、ふるさと納税サイトに大木町の活

動が紹介され、全国に大木町が知れ渡ったことではないかと載っておりました。

生産者を初め行政関係者の方々には、大いに敬意を表するものであります。 

 そこで、当該新聞記事について、我々にもう少しわかりやすいよう企画課長

に説明を伺いたいと思います。 

 また、寄附額１４億円となれば、経費を差し引いた本町の収入も多額と想定

されます。そこでどうしても気になるのが使途であります。 

 質問します。経費を差し引いた本町の収入額は、おおむねどのくらいであっ

たか。 

 寄附納税者の使途に対する要望はどういう状況であったか。 

 以上２点、企画課長に伺います。 

 また、使途に対する考えについて町長に伺います。 

 以上です。 

 

議長  答弁を許します。境町長。 
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境町長  古賀議員の一般質問の答弁をさせていただく前に、先ほど議長も申

されましたけれども、昨夜、新潟県沖において、最大震度６強という非常に強

い地震が発生をいたしました。大きな被害が出ているようでございますけれど

も、被災された皆様に心からお見舞い申し上げますとともに、一刻も早い復興

を願いたいと思っております。 

 本当に災害はいつ起こるかわからない、そういうような状況でございますの

で、私どもも気を引き締めて、災害に対して町民の皆さんの生命・財産を守る

よう、気を引き締めて対応をしてまいりたいというふうに思っております。 

 早速ですけれども、１０番、古賀知文議員の一般質問にお答えいたします。 

 まず、私から、２、ふるさと納税の使途に対する考えについて答弁させてい

ただき、１、大木町の次期総合計画についてと、２、ふるさと納税の使途につ

いての中で、寄附金額等の詳細につきましては企画課長に答弁をさせます。 

 昨年度の本町へのふるさと納税につきましては、全国から７，０００件を超

える寄附者の皆様から、約１４億円の温かいご支援、励ましのメッセージをい

ただいており、心から感謝しているところでございます。 

 ふるさと納税制度につきましては、議員ご指摘のとおり、総務省は、過度な

返礼品競争の是正を目的に、生産地等による返戻品の限定化や資産性の高い返

礼品の禁止、返礼品の調達率を消費税を含めて寄附額の３割以内とすることな

ど厳格化し、制度の趣旨に沿って実施する自治体のみに寄附金控除の許可を与

える指定認可制度として見直し、６月１日よりスタートが切られたところでご

ざいます。 

 これにより、指定認可されない自治体については、実質的に最長１年４カ月

間、ふるさと納税制度の活用ができなくなるとともに、指定認可された自治体

においても、返礼品については逐一県や総務省に確認をするなど、返礼品の見
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直し作業が厳格に進められております。 

 しかしながら、過度な返礼品競争は排除されるものの、寄附者にとっては、

全国１，７４１市町村の中からどこを選ぶかは、これまで培われてきた自治体

の知名度、ブランド力に左右される部分も大きいと言われており、そのような

中で大木町をどのように際立たせ、選んでいただくように工夫するかは大きな

課題と言えます。 

 また、ふるさと納税は、地域産業活性化の起爆剤として期待されているとこ

ろも多く、ＷＡＫＫＡを拠点に町内特産品の魅力向上と販売促進にまちを挙げ

て取り組んでまいります。 

 さて、議員ご質問のふるさと納税の使途に対する考え方でございます。先ほ

ど述べたとおり、１つは、大木町を寄附先として選んでいただくために、寄附

者が共感を持って選んでいただけるような事業を提案すること。２つ目として、

寄附を受けた側の町民も、その使い方に関心を持って参加いただくことが必要

だと考えております。 

 具体的に申し上げますと、今年度、ふるさと納税まちづくり夢プロジェクト

と題した新規事業をスタートさせることにしております。これは、町民や企業

の皆様からふるさと納税の使途に関するアイデアを出していただき、選定され

たアイデアをふるさと納税の寄附目的の一つとして掲げ、寄附者から一定の賛

同を得られた事業に対し、基金化したふるさと納税寄附金の一部を充てて、そ

のプロジェクトの実施に取り組んでいくという事業でございます。 

 現在、試行的に職員から提案されたアイデアをもとに、本年度のプロジェク

ト案件を選考しているところであり、本年中には町民の皆様からもアイデアを

募集していきたいと考えているところでございます。 

 寄附者の皆様には、大木町が描くまちづくりを知っていただき、寄附を通じ
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て応援していただくことができ、町民の皆様にも、自身のやりたいまちづくり

を提案し、参画することが可能となり、また、その使われ方も明確となるため、

双方にとって納得し、共感いただける制度になるものと期待をしているところ

でございます。 

 以上で、１０番、古賀知文議員の一般質問に対する答弁を終わります。 

 

議長  答弁を許します。北島企画課長。 

 

企画課長  令和初の一般質問でございますので、誠心誠意お答えさせていた

だきたいと思います。 

 １０番、古賀知文議員の一般質問にお答えいたします。 

 まず、大木町の次期総合計画についてでございますが、議員ご指摘のとおり、

これまで総合計画については、地方自治法において、議会の議決を経て、その

地域における総合的かつ計画的な行政運営を図るための基本構想を定めること

が義務づけられておりました。しかし、平成２３年５月の地方自治法改正によ

り、基本構想の法的な策定義務がなくなると、全国的には策定しない自治体も

見受けられるようになっています。 

 しかし、総合計画は、まちの総合的かつ計画的な行政運営の指針を示すもの

であり、町民のまちづくりの長期的な展望を示すものであることから、本町で

は法的な策定義務がなくても策定すべきと考えております。 

 本町の第５次大木町総合計画は、平成２３年度から１０カ年間の計画として

策定しており、来年度が目標年度となっておりますので、専ら最終年度を前に、

次期計画の策定方針等について構想を練っている段階でございます。 

 このため、次期総合計画の進捗につきましては、これから手続きを経なけれ
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ばなりませんので、あくまで構想案段階であることをお断りし、お答えさせて

いただきますと、まず、計画策定の基本的な理念といたしましては、これから

超少子高齢化や自治体の財政事情が厳しくなる中で、行政だけではこれまでの

ような住民サービスを維持し、また、多様化、高度化し、増大する住民ニーズ

への対応が困難となってくることが予想されるため、今後は住民と行政が対等

の立場で協力し合い、役割分担を明確化して、これまで以上に住民の皆さんの

自主的、主体的なまちづくりへの参画、いわゆる住民自治のウェイトを高めて

いく必要があると考えております。そのおのおのの果たすべき役割を認識し、

共有していくためのツールとして、総合計画を策定したいと考えております。 

 次に、計画の構成としては、事務の軽減、効率化等の観点から、次期総合計

画と同じく来年度で終期を迎える大木町まち・ひと・しごと創生総合戦略や、

各種個別計画とを一体化した計画とし、計画期間中にまちが主体的、重点的に

行う事業を行政計画として、評価指標─ＫＰＩと申しますけれども─を設

定して、具体的な施策を記述していきたいと考えております。 

 加えて、本町がこれから進めていこうとする住民協働、住民自治の第１段階

として、大刀洗町の例にもありますように、校区ごとに、どういう地域にして

いきたいのか、そのためには何をしなければならないのかなど、校区の中で十

分に協議していただき、住民と行政の役割分担を明確化した校区計画を盛り込

んでいきたいと考えております。 

 現在、来年度の素案策定に向けた準備段階として、行政計画については策定

委員会等の準備を進めている段階であり、校区計画につきましては、今後、各

校区における課題抽出や取り組み方策等、校区民との協議の場を設定していく

ため、その支援に当たる校区担当職員の配置や策定スケジュール等につきまし

て、先日、町行政区長会の役員会で説明したところであり、まさにスタートラ
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インに立ったばかりのところでございます。 

 次に、大木町のふるさと納税の使途についての中で、寄附金額等の詳細につ

いてご説明いたします。 

 まず、先月２７日の西日本新聞で掲載された筑後地区１２市町の平成３０年

度ふるさと納税特集記事において、若干補足を含め説明をさせていただきます。 

 昨年度大きく給付額が伸びた理由といたしましては、新聞にも掲載されてい

たとおり、北海道胆振東部地震で被災された厚真町への代理寄附にいち早く取

り組み、結果として長期にわたりふるさと納税サイトのトップページに掲載さ

れたことで、町名の露出機会がふえ、知名度の向上につながったことのほか、

平均年収２，５００万円以上の高額所得者向け会員情報誌に記事を掲載したこ

とや、担当職員が過去の一定額以上の寄附者に対し手書きのダイレクトメール

を送付したこと、そのほか、返礼品の開発・開拓によりアイテム数を約６００

にふやしたこと等に加えまして、都市圏で開催された福岡県人会総会や町職員

出身高校の同窓会総会、ふるさと納税フェアにおける町長や職員によるＰＲ、

そのほか議員さんや職員の親類、友人等をご紹介いただいたこと、ふるさと納

税サイトを５つに拡大したこと、まちのふるさと納税カタログを見栄えよく一

新したことなど複合した要因で奏功し、寄附額の増加につながったものと考え

ております。 

 次に、平成３０年度のふるさと納税寄附金から経費を差し引いた、実質的に

町の収入となる寄附額のご質問でございますが、職員人件費と厚真町への代理

寄附分を除き、返礼品代やインターネット専用サイト利用料などの諸経費を差

し引いて、約４億９，２００万円となっております。 

 最後に、使途目的別の給付状況についてでございます。 

 本町では、昨年度は、厚真町への代理寄附や未選択を含め９つの選択肢を設
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けてふるさと納税を募っておりました。件数別で申し上げますと、１番が子育

て支援事業で２，３４５件、約３２．６％、２番目が町政全般─町への委任

でございますけれども、こちらのほうが２，０１６件、約２８．０％、３番目

が環境・資源循環事業で１，３７５件、約１９．１％となっております。この

３事業で全体の約８割を占めております。ちなみに、厚真町への代理寄附につ

きましては４番目で、４１７件、約５．８％でございました。 

 いずれにしましても、今月から総務省通達の新制度が始まっており、他の自

治体に埋没することのないよう尽力してまいりたいと考えておりますので、議

会におかれましても、昨年以上のご協力をお願いし、１０番、古賀知文議員の

一般質問の答弁を終わります。 

 

議長  それでは、大木町の次期総合計画についての２回目の質問はあります

でしょうか。古賀知文議員。 

 

古賀知文議員  私も、地方創生の基本は、町民による町政の協働ではないか

と思っております。また、協働のまちづくりに必要なのは、町民がいかに施策

の内容を理解し、何をすべきかについて行政と共有することだと思います。大

刀洗町の担当課の説明では、総合計画の策定段階で町民によるワークショップ

を開催し、校区ごとに外部委託のファシリテーターを活用し、彼らが校区の特

色を見出す等の計画策定のリーダーシップを発揮したということでありました。 

 課長の答弁によりますと、主に庁内職員だけでの総合計画策定を考えておら

れるようですが、外部との調整や意見の取りまとめなど煩雑な作業が多々想定

されます。総合計画策定に当たり、大刀洗町の例に見るような外部委託等は考

えないのか。 
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 また、どうすれば町民が総合計画の内容をよりよく理解し、事業の取り組み

を行政と共有することができる内容になるかの２点について、企画課長の意見

を伺います。 

 

議長  答弁を許します。北島企画課長。 

 

企画課長  古賀知文議員のご質問にお答えしたいと思います。 

 まず、総合計画の策定に当たり、外部委託等の考えについてでございます。 

 先ほども述べましたとおり、本町では、社会情勢の変化に伴いまして、住民

の皆さんにはこれまで以上にまちづくりの自主的、主体的な参画をしていただ

き、さらに住民協働、住民自治を進めていきたいというふうに考えております。 

 その第１段階として、次期総合計画では校区別の地域計画を策定したいとい

うふうに考えておりまして、いわゆる校区民の、校区民による、校区民のため

の計画という形で策定させていただければなというふうに考えておるとこでご

ざいます。 

 そういった中で、なるたけ策定に当たりましては、老若男女、より多くの

方々のご意見等について賜ってまいりたいというふうに考えておりまして、そ

ういった中では議員ご指摘のとおり、ワークショップ等の手法も考えておると

ころでございます。 

 そういったワークショップ等の中では、よりよい意見を引き出すためのファ

シリテーターという役割を持った方たちが専門的にいらっしゃるわけでござい

ますが、そういった部分については積極的に外部委託も含めて検討できればな

と考えておるところでございますが、これもまだ機関決定等も経なくてはいけ

ませんので、あくまでも私の個人的な考えということでとどめさせていただき



12 

たいと思います。 

 それと、２点目の総合計画の内容をより町民の方々にご理解いただき、事業

の取り組みを共有することができるようになるかについてでございます。 

 １つは、議員ご指摘のとおり、計画策定段階から自分たちのこととして町民

の皆様方に関心を持っていただき、できるだけ多くの皆さんに参画・関与いた

だくことではないかというふうに考えておるところでございます。 

 また、総合計画の策定後につきましては、写真やイラストを活用して、より

わかりやすい内容とした印刷物等にまとめまして、いろんな機会を捉えて住民

の皆様方に丁寧にご説明していくことではないかというふうに考えておるとこ

ろでございます。 

 以上で古賀知文議員のご質問に対する答弁のほうを終わらせていただきたい

と思います。 

 

議長  大木町の次期総合計画についての３回目の質問ございますでしょうか。

１０番、古賀知文議員。 

 

古賀知文議員  少子高齢化、人口減少という時代背景の中で、初めて町民と

協働による行政の方向にかじを切る総合計画の策定に当たっては、十分な人員

体制と必要な予算を確保し、計画された事業に対し町民が一体となって取り組

める内容の総合計画とするため、全庁を挙げて進めていただきたいと思います

が、町長の意見を伺います。 

 

議長  それでは、答弁を許します。境町長。 
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境町長  古賀議員の再質問にお答えいたします。 

 まずもって、大刀洗まで行かれて、総合計画の策定の具体的な内容をいろい

ろ調査いただき、ご提案をいただいたと。本当に非常に貴重なご提案をいただ

きましたことに対しまして、まずもってお礼申し上げます。 

 次期総合計画につきましては、議員ご指摘のように、本当にこれまでの時代

と違う時代が訪れる。非常に困難な時代が訪れる。それに対する総合計画をつ

くるわけでございますから、本当に新たなスタンスで取り組んでいかなければ

ならないというふうに考えております。 

 １つは、現在、その総合計画があって、いろんな個別計画が、恐らく２０と

か３０の個別計画、地方創生も含めてあると思います。それは、それぞれはそ

の総合計画を実現するためにつくったものではございますけれども、実質的に

はそれに関して整合性が十分とれているかというと、やっぱり少しばらばら感

があると。結局、それぞれの課においては計画に基づいて事業を実施している

にもかかわらず、それぞれの課の事業が十分整合がとれてないような、そうい

うような状況もございますし、それがもとで、それも一つの原因で、いわゆる

縦割り的な行政の仕組みになってきておると。とにかく時代の要請とか、いろ

んな県とか国の要請に応じていろいろ計画を積み重ねて、どんどん膨れ上がっ

ているというのが今の現状だというふうに思っております。今回の総合計画を

つくるに当たっては、それらのものを整理して、やはり総合計画はまちづくり

の柱でございますから、その柱と個別計画の関連性をきちっと位置づけるとい

うことが非常に大事なことでございます。 

 それともう一つは、最近、非常に行政課題、地域課題がふえてきておりまし

て、それらに対応するのに本当に行政が、もうあっぷあっぷの状況であるとい

うことは間違いないと思っております。これからますますそういうような課題
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はふえてまいりますので、本当に地域が、やっぱり一定、自分たちの地域は自

分たちで考える、自分たちでできることは自分たちで考えるという、そういう

ような地域自治というか、そういうものを確立していただくことも当然必要に

なってきますし、その地域と行政の関係、これが非常に重要でございますので、

そういうものをきちっとやっぱりこの総合計画の中に踏まえていかなければな

らないというふうに考えております。 

 そういうことを踏まえて総合計画づくりに着手してまいりますけれども、や

はり議員ご指摘のように、町民の皆さんとしっかりと将来のまちづくりビジョ

ンを共有して、地域計画であれ、行政計画であれ、しっかりとつくっていく必

要がありますし、そのためのプロセスをはっきり示しながら一緒につくってい

く必要があると思っています。そのために必要な体制であるとか、予算である

とか、そういう部分については、今後、十分検討し、必要な部分については手

当てをしてまいりたいというふうに考えております。 

 いずれにしても、議会の皆さんとも協力をして、次の世代にどういう大木町

を残すかという基本的な考え方を示す重要な計画になってまいりますので、そ

ういう取り組みについては、議会の皆さんとも協力しながら取り組んでまいり

たいというふうに思っておりますので、どうぞよろしくお願い申し上げます。 

 以上で答弁を終わります。 

 

議長  次に、大木町のふるさと納税の使途についての２回目の質問がありま

すでしょうか。１０番、古賀知文議員。 

 

古賀知文議員  答弁によりますと、寄附の純収入は約４億９，０００万円に

も上るということであります。町の年間予算のほぼ１割にも迫ろうかという額
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であります。寄附の増加に関しては、行政によるいろいろな工夫があったとい

うことであります。また、返礼品の生産者及びＪＡ、商工会等の関連団体など

の努力が功を奏したということだと思います。改めて感謝の意を表します。ま

た、使途に当たってもいろいろな方法を検討されているということで、今後も

ふるさと納税制度がまちの発展に寄与することを願うところであります。 

 ところで、さきの６月４日の新聞に掲載されておりましたが、ふるさと納税

の新制度から除外された大阪府泉佐野市が、直営サイトの運営等、新制度に沿

った形の寄附金を募るノウハウをほかの自治体にアドバイスするために、新会

社の設立を検討しているという文面を見ました。泉佐野市といえば、ふるさと

納税制度に関して総務省といろいろ問題を起こした自治体であり、興味のある

ところであります。 

 ふるさと納税については、自治体間の税の取り合いではないかというような

いろいろな意見はあるようですが、税収に限りのある我が町にとっては大変魅

力のある制度であり、今後も寄附額の増加を期待するところであります。泉佐

野市の問題提起を含め、今後のふるさと納税の推進について、企画課長の意見

を伺います。 

 

議長  それでは答弁を許します。北島企画課長。 

 

企画課長  古賀知文議員の再質問にお答えさせていただきます。 

 今後のふるさと納税の推進についてのご質問でございます。基本的には例年

実施しておりますとおり情報誌への記事掲載、また、いろんな都市圏での県人

会の総会等々におきましてＰＲ活動をやっていくとともに、本年も議員さんや

職員に親類、知人等のご紹介もいただきたいというふうに考えておるところで
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ございます。 

 加えまして、本年度から新たな取り組みといたしましては、先ほど町長答弁

にもございましたとおり寄附金の使い道、この部分で少し特徴を出して進めて

まいりたいというふうに考えておりまして、まさしく寄附者の皆様方に共感性

と納得性を得た上でご協議いただくという形で進めさせていただきたいという

ふうに考えております。 

 それとあわせまして、本町の返礼品の開発・開拓という部分で、先ほどもま

た町長の答弁の中にもございましたとおりＷＡＫＫＡのほうに委託いたしまし

て、新たな返礼品の開発ということで、特にことしの場合につきましては、単

品同士ではなくていろんなコラボ商品ですね、本町の場合、桐だんすの桐の箱

にお米を入れたようなコラボ商品も開発をさせていただいておるところでござ

いますが、そういった取り組みもさらに進めて、地域の事業所の活性化並びに

寄附金の増額に向けて取り組んでいきたいというふうに考えておるところでご

ざいます。 

 しかしながら、本年度につきましては、先ほど来ございますとおり６月より

新たな総務省の制度指導がございまして、特に先ほど来出ております大阪の泉

佐野市のほうとかが、駆け込みでいろんな相当の寄附者の寄附を取り組んでお

られるというようなお話もお聞きしておるところでございます。 

 そういったことで、本年ついては非常に苦戦が予想されておりますけれども、

私どももできる限りの手を打って、埋没しないように一生懸命頑張ってまいり

たいと思っておりますので、どうかまたご協力のほうよろしくお願いを申し上

げまして、古賀知文議員の質問に対する答弁を終わらせていただきます。 

 

議長  大木町のふるさと納税の使途についての３回目の質問、ありますか。
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１０番、古賀知文議員。 

 

古賀知文議員  次につきましては意見ということで、答弁は要りません。 

 ふるさと納税の推進に関しては、今後も一層、最善の努力を払ってもらいた

いと思います。また、寄附納税の使途については、一人でも多くの町民の意見

を反映したプロジェクトを検討していただきたいというふうに思います。 

 以上をもちまして私の質問を終わります。どうもありがとうございました。 

 

議長  １０番、古賀知文議員の一般質問を終わります。お疲れさまでした。 

 続いて、７番、益田隆一議員の一般質問を許します。益田隆一議員。 

 

益田隆一議員  議席番号７番、益田隆一でございます。 

 議長の許可を得ましたので、一般質問をいたします。 

 今回は、本町における光回線についてお尋ねします。 

 今の時代、インターネットは欠かせないものとなっており、本町ではケーブ

ルテレビでインターネット回線を利用しております。我々議会もこれからの時

代、資料などは紙ではなく、タブレットなどを使用し、インターネットを利用

していくということを検討しております。 

 特に近年は、ユーチューブ等のインターネットを介した動画視聴が多くなっ

ています。そのため、テレビを全く見ない世代もふえてきています。実際に今

の小学生や中学生でも当たり前のようにスマホを持ち、インターネットに常に

触れており、今から生まれてくる子供たちはスマホがあるのが当たり前の時代

で、今後はスマホにかわるものも出てくる時代になることと思います。 

 そのような中、全国の光回線のカバー率は２０１８年度で約９６％と言われ
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ております。しかし、本町のネット回線はケーブルテレビであり、残りのわず

か４％に入っているような状況です。やはり、ひと昔前に比べ動画配信などデ

ータ量が格段にふえ、混雑している時間帯には光回線に比べるとケーブルテレ

ビは格段に遅くなります。 

 なぜ、大木町は光回線が来ていないのですかという質問は、私にもよく相談

があるぐらいですから、まちにも相当な数の問い合わせが来ていることだと思

います。近隣市町村は光回線が通っているのに、なぜ光回線を本町が使用でき

ないのかという疑問を多くの町民の方が持っていると思います。お尋ねします

が、大木町にも光回線が通るような話があったと思いますが、ケーブルテレビ

になった経緯をお尋ねします。 

 

議長  それでは答弁を許します。北島企画課長。 

 

企画課長  ７番、益田隆一議員の一般質問にお答えいたします。 

 現在、町が整備・運用している高速情報通信網について、その整備経営につ

いてご説明申し上げます。 

 近年、パソコンの普及とともに家庭や事業所におけるインターネットの利用

が進み、あわせて高画質動画に代表されるように、やりとりする情報通信量も

年々大容量となってきております。一方、情報を伝達する通信網につきまして

は、それまで主流であったＮＴＴのＡＤＳＬ方式から、都市部を中心に光ファ

イバー回線による高速、大容量通信方式へと切りかえが進み、本町においても

情報のやりとりに時間がかかり、また、きれいに表示されないといった不都合

が生じ始め、高速情報通信網の整備要望が多く寄せられるようになりました。 

 町では、平成２１年に、利用実態等を把握するため、町内世帯、事業所を対
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象に高速情報通信網の整備及び利用について意向調査を実施したところ、一般

家庭で約３３．６％、事業所で約５３．７％がインターネットを利用しており、

一般家庭の約２９％、事業所の約４３．４％が高速情報通信網の利用もしくは

利用検討するとの結果が出たことから、ＮＴＴに対し光ファイバー回線の整

備・運用の要望を行いました。しかしながら、大木町を含む周辺地域は不採算

地域であり、将来にわたり整備する計画はないとの回答でございました。 

 そこで、今や重要な社会基盤の一つとなった情報通信基盤の地域格差を解消

するために、同様の課題を抱えてた久留米市三潴町や城島町、田主丸町、北野

町及び三井郡大刀洗町とともに検討いたしました結果、久留米広域定住自立圏

事業として、自治体が通信網を整備し、民間通信事業者に業務の運営や通信網

の維持・管理を委託する公設民営方式で整備することにいたしました。 

 まず、通信ケーブルの方式をどうするかについて検討いたしましたところ、

当時、ＮＴＴの光ファイバー回線による下り最大通信量は１００メガビット・

パー・セコンドであり、ＣＲＣＣメディアの光ハイブリッド回線による下り最

大通信量が１６０メガビット・パー・セコンドであったため、使用環境等に左

右される理論値とはいえ、通信速度として遜色がなかったことから、この２方

式により検討することといたしました。 

 次に、コストの面からＮＴＴ、ＱＴネット（九州通信ネットワーク株式会

社）及びＣＲＣＣメディアの通信事業者３社により、見積もりの徴取等により

比較検討した結果、イニシャルコストにつきましては、ＣＲＣＣメディアの光

ハイブリッドケーブルと、ＮＴＴ及びＱＴネットの光ファイバーケーブルにつ

きましては、ともにほぼ同額で整備可能でありましたが、その後のランニング

コストにつきましては、ＣＲＣＣメディアは、維持管理費用として自治体が支

払う金額と、通信網の賃貸料として自治体が受け取る金額がほぼ同額であった
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のに対し、ＮＴＴが年間約５，９００万円、ＱＴネットが年間約８，７００万

円、関係自治体が支払う金額のほうが多かったことなどから、久留米市ととも

にＣＲＣＣメディアを通信事業者に選定したところであり、通信網の貸借に関

して、通信事業者の同意なしに一方的に破棄できない契約─ＩＲＵ契約と申

しますが、これを締結し、約３億７，６００万円を投じて光ハイブリッドケー

ブルによる通信網を整備したところでございます。 

 運用を開始して９年目を迎え、加入率も徐々にではございますが伸びてきて

おり、現在の加入率は約２９．７％、約１，３５０世帯に加入いただいており

ます。しかしながら、一方では、ＮＴＴなど他の通信事業者から町民に対し、

ＡＤＳＬ回線サービスを中止するため、高速、大容量の光回線に変えないかな

どとの営業活動が行われており、一部、誤った情報や認識により、どうして光

回線を整備しないのかとの問い合わせも少なからず寄せられております。 

 このような状況を踏まえて、ＮＴＴに対して、グループ関連会社の営業活動

も含めて誤った説明を行わないよう依頼するとともに、ＣＲＣＣメディアへは

通信環境の改善を要望しており、現在、データ送信能力を上げるためにセンタ

ー機器を更新整備中であり、今後、通信幹線網の増設も検討されております。

また、本年３月にはＮＴＴと協議の場を設け、現段階における光回線の整備運

営方針について考え方をお聞きし、独自に整備する計画がないことを再確認し

た上で、どれぐらいの自治体負担があれば整備・運営できるのか、見積書と提

案書を依頼しておるところでございます。 

 いずれにしましても、このような経緯を踏まえて、久留米広域定住自立圏事

業として国の補助金を活用し、巨費を投じて整備した情報通信網でございます

ので、ＩＲＵ契約が来年度末で期限を迎えますが、ＣＲＣＣメディアとの契約

更新に向けて、さらなる加入者への利便性、サービスの向上、保守管理条件等
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を要望し、再度協議に臨みたいと考えております。町民の皆様に対しましても、

丁寧にご理解いただけるようご説明してまいりたいと考えておるところでござ

います。 

 来年には次世代通信システム、いわゆる５Ｇが商用化される見込みでござい

まして、近い将来には、パソコンやスマホなど情報通信機器に限らず、家電や

自動車、工業用ロボットなど、全ての「モノ」がインターネットでつながるＩ

ｏＴ社会になり、人々の生活やビジネスも劇的に変わると言われております。 

 今、情報通信技術は日進月歩で進化しておりまして、その動向も見きわめつ

つ、情報通信網の整備のあり方を検討していきたいと考えているところでござ

います。 

 以上で、７番、益田隆一議員の一般質問対する答弁を終わります。 

 

議長  それでは、本町における光回線についての再質問はございますか。益

田隆一議員。 

 

益田隆一議員  課長の答弁でケーブルテレビになった経緯は把握できました。

町内世帯、事業者に意向調査をして、ちゃんとした対応をとられているという

ことに安心いたしました。当時のことを考えると、町の対応はベストな判断だ

と思います。なぜ光回線を利用しなかったのかという理由がわかり、これで町

民の方々にもご理解がいただけたものかと思います。 

 確かに目まぐるしく変わっていく今の時代、１年後の、本当に１年後ですね、

未来はどうなっているのかわかりません。このケーブルテレビを使用すること

に至った経緯は、内容からして費用対効果等のことを考えてのことだと思いま

す。しかし、来年度末にそのケーブルテレビを契約更新ということであれば、
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いろいろと検討することも必要と考えます。結論から言いますと、現状のまま

ケーブルテレビの状態でネット環境を保っていくのか、それともまちが設備費

用等を負担して光回線にするのかということだと思います。 

 確かに、かなりの費用を町が負担しネット環境をよくするというのは、町民

の満足度も上がることだと思います。しかし、この現状のネットの環境で満足

している町民がほとんどだということも考えられます。現状に満足している町

民からすると、そのかかる費用を考えると、ほかの行政サービスに投資したほ

うがいいのじゃないかというご意見もあることだと思います。どちらが正しい

かとは言えませんが、私なりに分析し、調査をしました。光回線を通した場合

のメリットを考えると、満足度は上がることはもちろんだと思います。 

 それと、皆さんに添付資料をお渡ししていますが、残念ながら傍聴の皆様に

は見えないと思いますが、こちら、全国賃貸住宅新聞というのがございます。

２０１８年度１０月１５日号、１面トップでございます。わかりやすいように

ちょっと読ませていただきます。「入居者に人気の設備ランキング。この設備

があれば周辺設備より家賃が高くても決まる」というトップ１０でございます。

単身者向け、ファミリー向け、いろいろありますよね。１Ｋやら、３ＬＤＫの

ファミリー向け。１位、インターネット無料、２位、宅配ボックス、もろもろ

あります。ファミリー向けの世帯、１位、インターネット無料。インターネッ

ト無料が３年連続で２冠を達成しております。このように、この入居者が賃貸

住宅を選ぶ判断基準の一つの設備としては、インターネット無料が一番とされ

ております。これ全国的な話なんですね。 

 今、賃貸住宅には固定電話を設置する人が少なくなっております。スマホで

十分という方も多くなっております。そういうこともありネット環境を重要視

する人が多いということです。遠方から転入を考えておられる方、この大木町
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に転入を考えておられる方が住まいを探されている場合、近隣市町村では光回

線でネット環境が充実していることを考えると、わざわざ大木町に住まなくと

も、ということも考えられ、本町がその選択肢から外れるということも考えら

れます。 

 今、ネットやスマホで「大木町光回線」と検索してみられるとわかると思う

んですが、これは添付資料の２、傍聴の皆さんにはちょっとぱっと見えないと

思いますが、これもちょっと読ませていただきます。これはあるホームページ

なんです。三潴郡大木町はフレッツ光回線のご利用可能地域です。その下、ま

た別のホームページですね。快適なインターネット回線をお探しながらＮＴＴ

フレッツ光。福岡県大木町にお住まいの方は、その下、福岡県大木町は光イン

ターネット回線フレッツ光のご利用可能エリアです。これ２つだけじゃないん

ですね。これが三つ四つ、ずっと同じようなこのようなホームページがつなが

っております。このような誤った情報のホームページが次から次へと出てくる

始末であれば、普通、初めて大木町に転入してこられる方がおられれば、間違

いなく勘違いすることもあると思います。このような誇大広告については、町

からもぜひ抗議していただければと思います。 

 もう一つ、地場では手広く展開されておられる某不動産会社─うちではご

ざいませんが、そこからの聞き込みによりますと、ネット環境を重要視し、光

回線が通っていない大木町は選択肢に入らず、町外を希望されているお客様も

実際におられ、１割ぐらいの方はそういう方がおられたという事実です。とい

うことは、もし光回線が通っていれば、その１割の方が本町を選び住んでいた

ことになります。 

 借り住まいに限らず、ここ数年で開発分譲されている土地に新しく定住して

おられる方からのお声も聞いてみました。ある地域、場所は特定しませんが、
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その地域ではケーブルテレビの線が来ていなくて困っており、ここ最近になっ

てケーブルテレビの工事があったという声も聞いております。一方では、ケー

ブルテレビの線が来ておらず、将来的にネットが来てくれるのかどうかわから

ないという情報弱者の声もあります。ケーブルテレビが来ていないので、それ

まではポケットＷｉ－Ｆｉなどの利用をしており、自分の家の中でも、つなが

っている部屋とつながっていない部屋が同じ家の中であり、ネットが見れない

状態。それに毎月の通信料も家計の負担になっているということでございまし

た。賃貸住宅でも、同じアパートにかかわらず、部屋によってケーブルテレビ

が来ている部屋と来ていない部屋があるそうです。このように大木町内でもネ

ットによる地域格差が生じております。 

 実際に通信によるストレスも感じてしまう時代であり、大量のギガ数を保有

するためにストレスをお金で解消している状態です。配線工事に費用がかかる

のはわかりますが、町内の全ての工事を町が負担するのか、民間業者が負担す

るのかでは大違いであり、来年度末の更新によってはこういった点も重要課題

であります。 

 課長がおっしゃられた公設民営ということであれば、新たに開発した地域等

には、ケーブルテレビは町が負担しなくとも民間の費用で設置してくれるのか。

もし大雨や、きのうあったああいう地震などの災害が起き、復旧工事、それに

はちゃんとした対応をしてくれるのか。そういったところも明確にし、いかに

本町の条件に見合い、費用対効果を考えないといけないのではないかと思いま

す。 

 そこで課長にお尋ねします。現在、本町でのケーブルテレビが、新たな開発

等で届いていない地域にケーブルテレビをつなぐ場合、その費用は町が負担す

るのか、そしてその設備の所有権はどうなるのか、もし災害等で復旧する場合
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は誰が負担することになるのか、質問します。 

 

議長  答弁を許します。北島企画課長。 

 

企画課長  益田議員のご質問にお答えします。 

 まず最初に、ＮＴＴへの注意の喚起でございますけれども、これにつきまし

ては、先ほど答弁の中でも申し上げましたとおり、３月に一度、ＮＴＴに対し

て、光回線の整備の有無について協議をさせていただいて、一度、提案書、見

積書の提出を求めたところでございますが、余りにも遅いもので先週ちょっと

おいでいただいて、この点も含めてご注意をさせていただいたところでござい

ます。 

 それと、ご質問でございますネットによる地域格差が現在存在するのかとい

うことが１つあったかと思うんですけれども、これは平成２１年の整備当初、

全町域をカバーするということでの設計思想のもとに整備を進めておりました

けれども、中にはぽつんと１軒離れたところにある住宅、もしくはケーブルを

つなぐ自営柱の設置に関してご理解が得られなかった等々の理由によりまして、

そういった場合につきましては関係するお宅のほうを訪問いたしまして、将来

的にネットの利用がないというご確認のもとに引いていないところも存在する

のは事実でございます。 

 また、集合住宅につきましても、これにつきましては基本的に大家さんの了

解を得て引くのか、引かないのか、軒先までの工事はさせていただいてよろし

いのかというご確認をいただいた上で了承いただいたところにつきましては軒

先までは工事を進めておりまして、あとは各部屋ごとの加入状況に応じて工事

をするという手はずになっておるところと、そうでないところがございます。 
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 それと、２点目の、今後、新たな開発等により工事等が発生する場合につき

ましては、実はせんだって、大木町八町牟田にまたがるコモンスクエアという

住宅でございますが、これは当初、整備時点では、そういった住宅の開発とい

う案件がございませんでしたので整備をしておりませんでした。ここにつきま

しては、幹線から一定の距離離れるということもございまして、ＣＲＣＣメデ

ィアと私ども自治体のほうで半々出し合って整備を進めたということでござい

ます。 

 今後、新たな開発要望等につきましては、基本的にはこれ、先ほど申し上げ

ましたＩＲＵ契約の中の附随する合意契約書の中に、新たな開発整備に関して

は、ＣＲＣＣメディアの責任で整備をするということにうたってございますの

で、そこの部分についてはＣＲＣＣメディアの判断、整備でお願いをし、所有

権については、今後、ＣＲＣＣメディアの所有物になるということになるかと

思います。 

 今後、大規模災害時における復旧に向けた考え方でございますけれども、こ

れについては明確な規程としてはございませんで、その状況に応じてどういっ

た負担割合でするのかとか、ついては今後のＩＲＵ契約の更新時に詰めさせて

いただきたいというふうに考えておるところでございます。 

 以上で益田議員の再質問に対する答弁を終わらせていただきます。 

 

議長  本町における光回線についての３回目の質問ございますか。７番、益

田議員。 

 

益田隆一議員  先ほどの課長の答弁のとおりであれば、町にとってメリット

が多いのか、少ないのかということになるかと思いますが、それと最初の質問
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で課長がおっしゃられた、私が個人的に心配しているのは、この光回線が規定

内、本町が今後迎える５Ｇ、この５Ｇの世界に対応していくことができるのか

ですね。 

 ことしの９月には、第５世代移動通信システム５Ｇがいよいよ日本でも開始

され、各通信キャリアは２０２０年春以降に本格商用化を始めようとしており

ます。超高速、超低遅延、多数同時接続という特徴を持つ５Ｇは、さまざまな

商業・生活を根底から変える可能性があるとされております。今、世間でも話

題になっております米中貿易戦争、この貿易戦争もこの５Ｇの覇権争いが原因

とされています。この世界が大きく変化している流れの中、この５Ｇの前段階

の光回線すら通っていないこの本町は、言い方はあれですが、ガラパゴス化し

ており、このまま現状維持していくというのはいかがなものかと思います。 

 地方創生の一環として推進される雇用創出の代表的な手法に企業誘致がござ

います。地域経済の持続的な発展につながるような企業誘致には、自治体の主

体的、戦略的な取り組みが重要である企業誘致を考えるにしても、今の時代、

ネット環境が整っていない場所にわざわざ企業が来てくれるのか。 

 課長の答弁でもありましたとおり、以前は光回線が整備されていなかった久

留米市田主丸町、ここは資生堂の九州福岡工場として企業誘致に成功しており

ます。次世代型工場として生産機器とインターネットをつないだＩоＴなど最

先端技術や最新設備を導入する予定であり、ネット環境が充実しております。

このように次世代型にはＩоＴが必須で、これに５Ｇも加わることになり、既

に民間企業は５Ｇビジネスの展開を視野に入れております。 

 大木町にも、このような大きな工場を誘致しないにしても、環境分野のベン

チャー企業等そういった企業との連携を結んで、本町でビジネス展開をしても

らえればと考えております。しかし、何度も申し上げますが、そのようなベン
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チャー企業にはネット環境は必ず必要になります。 

 これは、先日、６月１５日に新聞に掲載されたものなんですが、信号機を５

Ｇ基地局に。６月１５日ですね。最近の話なんですが、これ前からあった話な

んですが、信号機を５Ｇの基地局にするというデジタル戦略をまとめたＩＴ新

戦略を閣議決定したとされておりますが、まだまだセキュリティや電磁波など

のリスクを解決しないといけません。企業も安定した─これ重要なんです、

安定したネット環境を保つには、無線ではなく有線である光回線も必要不可欠

であるという見解もございます。 

 そして、このケーブルテレビ等、光回線を選ぶことができる選択の自由を与

えることも必要だと考えます。民間企業ですから、本町では今のまま独占状態

であったケーブルテレビも、差別化を図る意味でサービスの向上に努めると思

います。もし本町で光回線を通さないということを確約してしまうと、何もせ

ずに独占状態であれば、サービスの向上も図らず、言い方悪いですが、あぐら

をかいてしまうことだと思います。しかし、町民がこの選択の自由を与えられ

れば、ケーブルテレビとしても新たなサービスを考えるきっかけになると思い

ます。ただ、本町とケーブルテレビで何らかの取り決め等があるのであれば別

ですが、それがなければ競争の原理を働かせ、企業としての務めを果たしても

らいたいと思います。 

 それと、先ほどから申し上げていますこの５Ｇに関してですが、私なりに調

査をしました。そもそも、５Ｇという新しい電波ができるのであれば、わざわ

ざ光回線にお金をかけ、通す必要があるのかという疑問も出てくることかと思

います。 

 そこで、私は、直接総務省に問い合わせをし、回答をいただきました。これ

回答です。見たいでしょう。先ほどのような疑問に思うことを質問にして、何
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度もやりとりをして、ようやく回答をいただきました。その内容がこちらにな

ります。重要な点だけ申し上げますと、１つ、本町には光回線がない状態であ

り、今後、５Ｇを使用するには光回線が必要になるのか。２つ目、２年後に更

新のことを考え、光回線を使用せずに５Ｇ通信ができるのであれば、予算をか

けて光回線の工事に費用を費やすのはもったいないと思いますが、総務省の見

解は。３つ目、ローカル５Ｇは本町でもできるのか。４つ目、行動無線環境整

備推進事業の補助事業や、それ以外の自治体に対する助成や補助金はあるのか。

以上、このような内容に対する回答をいただきました。 

 この回答に対し、私の個人的な見解と、総合的に判断し感じたことは、これ

から来る５Ｇの時代を迎えるに当たっても、光回線は必要になると感じました。

今回の調査は、おかげさまで大変勉強させていただきました。今まででトップ

３に入るぐらい大変でございました。まずは現状把握、業者への聞き込み、各

省庁の見解、関係者及び町民の声、かなりの情報量を含め、何冊の本を読んだ

かわかりません。 

 そういったことを踏まえ、客観的に見て、今あるケーブルテレビを全て廃止

し、光回線に変えるということを言っているのではありません。ケーブルテレ

ビは現状のまま、そして光回線を含め、町民に対し、どちらも選ぶことができ

るような選択肢を与えていただきたいというところです。そうすることで現状

で満足している方はそのままで、満足していない方はもちろん契約を変更する

ことでしょう。そして、ネット環境で劣っていた本町も周りの市町村と同じ土

俵に立つことができ、転入を希望しておられる方の選択肢に選ばれることにな

ると思います。 

 今や、住みやすい町ということを宣言するには、大事ですよ、住みやすい町

と宣言するには、子育てしやすい町だけではないと思います。皆さんご存じの
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とおり、ことしの１０月より幼児教育・保育の無償化になることが正式に決定

した中、本町では保育料が安いというこの看板商品にも魅力がなくなります。

強いて言えば、本町よりも安くしている大川市、関係者の方おられるかもしれ

ませんが、特に危機感があるのではないかと拝察します。いい意味で別の魅力

が必要となってくる中で、特にこの子育てする世代にはネット環境が必要にな

ってくるという時代です。先ほど長々申し上げましたが、このような状況にな

っていることを踏まえ、町長の今後の見解をお尋ねしたいと思います。 

 

議長  答弁を許します。境町長。 

 

境町長  益田議員の再質問にお答えいたします。 

 まずもって、益田議員の一般質問におかれましては、本当に町民の皆さんの

声を含めて細かい調査をされて、具体的なご質問なりご提案をいただいている

ということに関しましては、本当に敬意を表したいと思いますし、益田議員の

質問内容については、本当にまちづくりをやっていく上で非常に参考にさせて

いただいて、議会と一緒にまちづくりをやっているという、そういう感じを強

く受けるものでございますので、感謝申し上げたいと思います。 

 ネット環境に関しまして、益田議員のほうからいろいろ調査内容も含めてご

意見、ご提案をいただきました。私も、このネット環境の現状に関しては、非

常に強い危機感を持っております。実際、町民の皆さんから、光が来てないこ

とに対するご意見も多々いただくことございますし、先ほど言われたように大

木町を移住先として選ぶ選択肢から光が来てないから外されるという、そうい

うようなお話とかも伺うと、本当に強い危機感を感じますし、あわせてベンチ

ャー企業等は、大きな企業の誘致ということは考えておりませんけれども、や
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はり、例えば事務所だけ構えてネット環境さえあれば、この地でそのベンチャ

ー企業あたりが起業できるという、そういうようなことも、今、全国でありま

すので、そういうようなことも踏まえると、やっぱり光通信というかネット環

境に関しては非常に重大だなと、そういうことで強い危機感を感じているとこ

ろでございます。 

 これに関しましては、くーみんとのＩＲＵ契約が来年度いっぱいで切れると

いう状況でございます。これは一つの大きな契機だろうと。どういう形にして

いくかというのは、きょういろいろ益田議員のほうから、調査内容であるとか、

いろいろご提案をいただきましたけれども、そういうことを踏まえて、本当に

本気でどういう形で対応していくのかというのを検討してまいりたいと。その

くーみんのほうがもっと本気でネット環境を整えることで、本当に光と同様の

サービスを提供できるようになるのか。それとあわせてＮＴＴとかＱＴネット

とかが新たに光ケーブルを整備するということについて、どれぐらいの費用負

担がかかるのか。そういうのも踏まえて早急に調査をして、方向性は出してま

いりたいというふうに特に強く思ったところでございます。 

 いずれにしましても、先ほど議員言われましたように、国も、たしかソサイ

エティ５．０という、要は超スマート社会が今後来るんだと、そういう社会を

目指すんだという、そういう社会のあり方を示しております。本当にＩｏＴ、

ネット環境と暮らしがもう切り離せない、そういうような社会をもう展望して

いるわけでございますので、そういう国の動向も踏まえながら、やはり住民の

皆さんとか、そういう地域の要望を的確に捉えて、町として適切な対応を行っ

てまいりたいというふうに感じております。 

 今回のご質問は本当にありがとうございました。今後ともどうぞよろしくお

願い申し上げます。 
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議長  若干、通告の時間を過ぎていますが、特別許可をしたいと思います。

何か再質問ございますか。７番、益田隆一議員。 

 

益田隆一議員  光回線、本当いろいろ検討いただいて大変ありがとうござい

ます。要は、光回線を通すことによって大きな費用がかかることも予想される

と思います。そこで検討せざるを得ない状況になったとしても、今のままで、

独占状態であったこのケーブルテレビさんも危機感を感じて、本来あるべき企

業サービスを、この企業サービスの向上を図って、何らかのアクションを起こ

していただけることを期待したいと信じております。 

 以上です。 

 

議長  じゃ、ご意見として。 

 以上で、７番、益田隆一議員の一般質問を終わります。 

 暫時休憩をいたします。再開を１１時とさせていただきます。 

 

 

休憩    １０時４７分 

再開    １１時００分 

 

 

議長  それでは再開をいたします。 

 休憩前に引き続き一般質問を行います。 

 １番、馬場高志議員の一般質問を許します。馬場高志議員。 
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馬場高志議員  １番、馬場高志です。 

 ３つの質問があります。１つ、道の駅おおきとは。２つ目、大災害時におけ

る民間ドローンの利用。３番、人口減少社会での自治体経営の行方。この３つ

に…… 

 

議長  暫時休憩いたします。 

 

 

休憩    １１時００分 

再開    １１時００分 

 

 

議長  それでは再開します。馬場高志議員。 

 

馬場高志議員  １つ目、大災害時における民間ドローンの利用ですが、災害

時には現状把握にいろんな方法とられると思うのですが、大規模地震が起こる

と電気や通信が使えないなど懸念がある中、要請してもなかなかヘリコプター

が来れないこともあるかと思います。 

 無人航空機による災害状況の空撮は、その有効性が確認され、既に全国的に

民間企業と自治体の協定締結が進んでおります。また、空撮だけでなく赤外線

カメラによる避難者捜索やスピーカー搭載による発声機能など、ドローンメー

カーも特化した機体の製品化が進んでいる状況です。一方、ドローンの運用に

おいては、航空法により厳格なルールが提起され、事故を起こさない安全な運
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用が事業者には強く求められております。災害協定は、この２点を踏まえた現

状とり得る妥当な策と言えます。 

 災害協定に対応するためには相応の機材と操縦技術、法規知識などが必要で

あり、また、事故リスクに対する賠償責任保険加入等しているドローン業者も

県内には存在し、既に協定を結ばれている自治体もあります。２時間の撮影と

オペレーターで５万円というのが基本料金とのことです。災害の規模や種類で

出番がないことのほうが多いでしょうが、いざというときのために準備だけで

も検討を進めることを強く感じているが、執行部の見解は。 

 ２つ目、人口減少社会での自治体経営の行方。 

 現在、町の人口が極端には減っていないものの、団塊の世代、７０歳ぐらい

の方たちが動けなくなってくる十、二十年後ぐらいには、全ての分野で人手不

足となり、行政もしかりかと思います。 

 また、町長、議員選挙では無投票当選が増加の傾向にあり、消防団員の定員

割れ、道の駅も人手不足気味、人口がふえれば待機児童が発生する懸念もあり

ます。行政に求められる仕事の種類はますますふえており、小さい自治体ほど

１人の業務のかけ持ちもふえ、専門性も高まりにくいはずです。 

 今後の人口減少社会での自治体経営について、いかに具体的な対応をお考え

か。 

 以上、２つです。 

 

議長  答弁を許します。境町長。 

 

境町長  １番、馬場高志議員の一般質問にお答えいたします。 

 人口減少社会での自治体経営の行方については、私のほうから答弁させてい
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ただき、大災害時における民間ドローンの利用については、総務課長が答弁い

たします。 

 議員ご指摘のように、本町の人口は、近年まで微増または横ばいで推移して

まいりましたけれども、２０１３年ころから微減に転じております。平成２８

年３月に策定した大木町人口ビジョンによれば、２０１５年に１万４，２５７

人だった人口は、２０２５年には１万３，８３１人、２０３５年には１万３，

１８８人、２０６５年には１万１，１１９人まで減少すると予測をいたしてお

ります。 

 また、国内においては、国立社会保障・人口問題研究所の将来人口予測によ

ると、２０１０年に１億２，８０６万人とピークを迎えた日本の人口は、その

後は減り続け、２０５３年には９，９２４万人、２０６５年には８，８０８万

人にまで減り、さらに減り続けると予測をしております。同時に急速な少子高

齢化が進行しており、議員ご指摘のように、生産年齢人口の減少による労働力

不足、税収不足がさらに深刻化することが懸念されます。 

 このような本格的かつ急激な人口減少と少子高齢化の同時進行は、世界でも

これまで例がなく、さまざまな課題が新たに生じてくることが想定されます。 

 自治体が直面すると思われる主な課題といたしましては、１つは、人口減少、

特に生産年齢人口減少による労働力不足、税収の減少、２つ目に、高齢者の増

加による福祉・介護・医療等社会保障負担の増加、３つ目に、多様化・複雑化

する住民ニーズへの対応、４つ目に、世代間扶助力の低下、５つ目に、公共施

設・インフラの老朽化、６つ目に、地域コミュニティの存続の危機、７つ目に、

気候変動に伴う災害リスクの増大等が考えられます。このような中で、議員ご

指摘のように、今後の自治体経営についてしっかりとしたビジョンを持って、

迅速に対応していく必要があると考えております。 
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 さて、今後の自治体経営の考え方でございますが、これまでの人口増加を前

提にした自治体経営から、人口減少や少子高齢化を前提にした自治体経営へ転

換することが必要であると考えています。 

 自治体経営の目指すべきビジョンといたしましては、地域自治組織と行政組

織が連携した、住民と行政の持続可能な地域経営共同体の確立であると考えら

れます。そもそも憲法でうたわれている地方自治の本旨では、地方自治は団体

自治と住民自治の要素からなり、この２つは車の両輪に例えられ、一方の実現

のためには他方の拡充が求められるという関係を持つと言われておりますが、

地方分権において進展したのは、行政権限の拡充に偏り、住民自治の実現がお

くれているというふうに言われています。自治体経営の目指すべきビジョンは、

本来目指すべき地方自治の実現と通じるものであると考えております。 

 今後の自治体経営において、地域の困り事を地域住民みずから解決する自立

した地域コミュニティの再構築と、必要な行政サービスを最少の経費で提供す

るために、行政機構の効率化、新公共経営による行財政経営改革、時代の変化

に対応できる職員のスキルアップなどの行政経営改革を車の両輪として同時に

進めていくことで、地域の未来に責任を持つ持続可能な自治体をつくっていく

ことが重要であると考えています。 

 議員ご指摘のように、合併推進の根拠として、これまでは主に人口と歳出額

の関係から、最小効率規模を計量分析によって求めた論文が各地で公表されま

したが、その多くは１０万人から２０万人が適正規模だという結論を出してい

ます。 

 しかし、自治体は経済・不経済だけで適正規模が図れるというものではなく

て、民主性、産業経済や文化、地域コミュニティのあり方など広範な観点から

議論されるべきものであるという考え方が現在は主流になっています。特に人
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口減少社会の中で、地域コミュニティの自立と行政との協働が最も重要な要素

でございまして、その観点ではむしろ規模の小さな自治体のほうが有利ではな

いかというふうに思われます。 

 また、近隣市町の１，０００人当たりの職員数では、久留米市が５．３７人、

柳川市が６．５６人、八女市が７．９１人、筑後市が６．３１人、大川市が７．

４５人、みやま市が８．４６人、広川町が５．０３人、大刀洗町は４．６１人、

大木町が６．５６人などとなっております。これは人口規模と職員数のはっき

りした相関関係が見られないという状況でございます。さらに、職員の専門性

で申し上げますと、大規模自治体では仕事が細かく細分化されておりますので、

細部に関する事務知識を得ることは有利でございますけれども、まちづくり全

体や住民とのかかわりの関連性が見えにくい。そういう意味では、いわゆるま

ちづくりのプロとしての専門性は育ちにくいという面もあるかと考えておりま

す。 

 本町はこれまで、職員と住民の協働による、環境・人材育成などの課題解決

のための仕組みをつくり全国をリードしてまいりました。また、地域コミュニ

ティも機能しており、校区コミュニティが全校区で活動を開始するなど、地域

再生の動きも始まっていることから、現状では本町の可能性は高い、ポテンシ

ャルは高いと考えております。 

 いずれにしましても、少子高齢・人口減少社会であっても、町民が安心して

豊かに暮らし続けることのできるまちづくりを実現するために、議会や町民の

皆さんとしっかり議論し、協働を深めていくことが重要と考えておりますので、

議員各位のご支援、ご協力をお願い申し上げます。 

 以上で、１番、馬場高志議員の一般質問に対する答弁を終わります。 
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議長  答弁を許します。境総務課長。 

 

総務課長  １番、馬場高志議員の大災害時における民間ドローンの利用につ

いてのご質問にお答えいたします。 

 近年、ドローンは社会インフラの点検、空撮・測量、農薬散布などさまざま

な分野で活用されており、遠隔操作で目的地まで飛行し、写真や映像を取得で

きる性能を有することから災害現場での調査及び救助活動にも活用されており、

２０１６年の熊本地震では、山岳部の土砂崩れや地割れで車両が道路を通行で

きない中、ドローンによって被害状況の確認が行われました。また、２０１７

年の九州北部豪雨災害でも被害状況の把握にドローンが活用され、災害発生時

の初動対応である被害状況の調査でも有効性が注目をされております。 

 ドローンの活用については、現在、主要な官公庁では実験の段階と言われて

いる中でございますが、消防・警察における導入が先行しているところでござ

います。 

 県内自治体におけるドローンの導入状況は、福岡県、福岡市の消防本部、北

九州市の消防本部、京築広域圏消防本部、自治体ではうきは市で導入されてお

ります。また、福岡市では昨年７月に民間団体とドローンの活用に関する協定

を締結されております。導入の経緯を調査しましたところ、うきは市では、土

木部局における災害復旧事業での全景写真撮影に使用するために導入し、あわ

せて観光ＰＲ写真や広報掲載用写真の撮影などに使用しているとのことでござ

います。また、各消防本部では、主に災害救助目的に導入されておりますが、

福岡県では具体的には現在まで活用実績はないということでございます。 

 ドローンの災害種別での活用では、障害物が多い一般的な火災には不向きと

言われておりますが、目視が困難な河川、海、山での捜索・救助、森林・林野
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火災及び地震などの大規模広域災害に効果を発揮することから、本町では筑後

川など大きな河川の決壊等による大規模な浸水害や地震災害での活用が想定さ

れるところでございます。 

 本町は、その地形的特性から比較的災害の少ない土地柄であり、またドロー

ンの導入には、機器の購入費以外に航空法などのルールや捜査技術の訓練など

オペレーターの育成に要する時間や経費並びに落下時には損害賠償費用などが

必要となることを考慮いたしますと、議員ご指摘のとおり、民間の会社や団体

とドローンの活用に関する協定を締結し、業務を委託することが効率的ではな

いかと思われます。 

 幸い、町内には愛好者による大木町・ドローンクラブが結成されており、空

撮によるまちのＰＲ活動にもご協力いただいていることから、今後も連携しな

がら、災害時の対応についても協議できればと考えております。また、先行し

て民間の会社や団体とドローンの活用に関する協定を締結している自治体の経

費や課題などについても検証し、ドローンの活用方法について今後検討してま

いりたいと考えております。 

 以上で、１番、馬場高志議員の一般質問に対する答弁を終わらせていただき

ます。 

 

議長  それでは、１点目の大災害時における民間ドローンの利用についての

２回目の質問ございますか。１番、馬場高志議員。 

 

馬場高志議員  ありがとうございます。消防や広域での対応を期待するのも

いいですが、やはり一番早く動けるのは役場であると思います。豪雨による河

川の氾濫の起こりやすい梅雨末期前に、民間業者との選定、災害協定の締結を
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ぜひお願いいたします。この件はこれで閉めます。以上です。 

 

議長  それでは、次に、人口減少社会での自治体経営の行方についての再質

問ございますか。１番、馬場高志議員。 

 

馬場高志議員  危惧しているのは働いて社会に貢献する人口の減少です。そ

れに伴う人材不足と無競争です。全住民の数を言っているのではありません。

この労働人口の減少は、もっとダイレクトにこたえてくると思いますし、この

問題の解決なくして、まちの持続可能な町政なんかないと思います。 

 解決策の一つに地域コミュニティの再構築ということですが、実際には日本

人はそこそこ裕福になり、助け合いよりもお金で解決する方法を最近は好む方

も多いかと思います。デイケアセンターや庭師などの民間が事業を継続しやす

いようにサポートするのもしっくりくるかと思います。 

 ほかの解決策に行政機構の効率化、新公共経営による行財政経営改革とあり

ますが、具体的な例を挙げてもらえませんでしょうか。 

 以上です。 

 

議長  答弁を許します。境町長。 

 

境町長  馬場高志議員の質問にお答えをいたします。 

 馬場議員ご指摘のように、これから生産年齢人口─労働人口ですね─が

減少していくと。人口自体も減ってまいりますし、高齢化社会で高齢者の割合

もふえていくということで、当然生産年齢人口が減っていくと。これは本当に

深刻な問題だというふうに考えております。それは大木町だけの問題でなくて、
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日本全体の問題であるというふうに考えております。 

 そういうことで、国としては、例えば外国人労働者の一定の産業に対して受

け入れる制度をつくるとか、そういうような対応をしておりますけれども、た

だ、それだけで、じゃ、それで解決できるかというと、とてもそんなものでは

ないだろうというふうに考えられます。特に大木町においても、やっぱり農家

の労働力が不足しているとか、町内の企業の皆さんも、求人を出してもなかな

か応募してこられる方がおられないとか、そういうような現象が実際出始めて

きておるというのも事実でございます。 

 この生産年齢人口が減ってくるということに対して、当然、馬場議員ご指摘

のように、いろんな分野でできるだけ労働力を使わなくていいような、例えば

ＩｏＴを導入するとか、行政で言えばできるだけ行政システムを効率化してい

くということも当然必要になってくるかというふうに思っていますし、先ほど

の古賀知文議員の中で総合計画のお話が出ましたけれども、やはり今後の行政

運営のあり方に関しては非常に大きな課題になってくるだろうと。これまで、

やはりずっと必要に応じてサービスをふやしてきたというか、屋上屋を重ね続

けるというような、そういうような状況になってきていますので、やはりそれ

は１回リセットして、最少の経費でサービスを提供していけるような行政機構

のあり方に関しては、本当にしっかり考えていく必要があるというふうに思っ

ております。 

 新公共経営の考え方でございますけれども、新公共経営というのは新しく導

入されたいわゆる自治体経営の考え方でございまして、今までは予算主義、予

算がついた分についてそれを活用するという、その費用対効果というのはなか

なか見えないという、そういうような状況でございましたけれども、これにつ

いては、やはり必要なサービスを提供するのにできるだけ効果を、同じ予算で
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できるだけ効果を得るための、そういうような会計システム、経営システムと

いうところで提唱されている部分でございまして、これは全国的にもこれから

こういう考え方を導入していこうという動きが始まっているところでございま

す。 

 行政において、やはり予算の使い方というのは、これから本当に大きな課題

になってまいりますので、本町においてもやはりサービス、先ほど申し上げま

したように行政機構、例えば今ある課をそのままでいいのか、縦割りとかの弊

害もありますし、そこら辺についてはやっぱりもう１回見直して、本当に効率

よくといいますか、効率的という言い方は余りよくないかもしれませんけれど

も、必要なサービスを最少の人員、最少の予算で提供していくような体制、そ

のための地域との協働であるとか、そういうようなことも考えていく必要があ

りますし、最少の予算で最大の効果を出していくための、例えば効果を検証す

るシステムであるとか、それをきちんと住民の皆さんに公表していくシステム

であるとか、そういう考え方も当然導入をしていく必要があるだろうと。 

 本当に大局的に労働力不足、生産年齢人口の不足をどう解決していくのかと

いうのは、私がこうすれば解決できますと言えるようなとてもそんな問題では

ございませんで、これは本当に国全体の問題として、例えば人生、今、日本の

平均寿命は、たしか男性が８１歳で女性が八十七点何歳だと思うんですけれど

も、かなり長寿社会になってきている。健康な高齢者の方もたくさんいらっし

ゃいますし、今までのように６０歳、６５歳で定年で、もう後は扶養される側

に回るという、いわゆる３ステージ型の人生設計では社会自体がもたなくなっ

ていると。そういうことも含めて、やっぱり社会全体のあり方というのは、国

全体、もしくはもちろん地域でも考えていく必要があるんだろうというふうに

思っています。 
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 そういう面では、今回、馬場議員が示されたテーマというのは、ある意味非

常に大きなテーマでありまして、当然避けて通れない問題でもありますので、

議員の皆さんともぜひともいろいろ議論をさせていただきながら、じゃ、具体

的に大木町で何をすればいいのかというのは、それぞれできることから始める

という立場でやらせていただきたいというふうに思っております。 

 以上で答弁を終わります。 

 

議長  人口減少社会での自治体経営の行方について、３回目の質問ございま

すか。１番、馬場高志議員。 

 

馬場高志議員  ありがとうございます。 

 解決策の一つとして、周辺自治体との合併も選択としてあるかと思います。

あくまでメリットを生み出すための手段であって、これを機会に強い改革意識

を持つ必要はあります。確かにメリット・デメリットが入り乱れる案件ですが、

目的は行財政基盤の強化、行政サービスの効率化、新しいまちづくりです。特

にこの３つ目が大切だと考えます。今の自治体範囲より規模を拡大し、人が混

じり、各分野のプロが育ち、切磋琢磨してこそ、新しいことにチャレンジする

気質が生まれてくるかと思います。 

 また、２の例でいうと、久留米市では待機児童が５４人いましたが、ほとん

どが中心地にお住まいの方です。ですので、空きのある城島へバス配送すると

いうことで待機児童をなくしています。そういった対応がとれる、選択ができ

るといったこともあります。 

 以上を踏まえ、今度の令和３年に総合計画を設定するに当たり、周辺自治体

との合併を望むか、４４２バイパス線両脇の開発を望むか、駅周辺の開発を望
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むかをぜひアンケートに加えていただきたいと思いますが、よろしいでしょう

か。ただ住民の声を聞いてみたいだけなんです。イエスかノーかでお答えくだ

さい。 

 以上です。 

 

議長  それでは答弁を許します。境町長。 

 

境町長  馬場議員の再質問にお答えいたします。 

 市町村合併ありかなしかというご質問でございますが、私は市町村合併は今

のところ全く考えておりません。市町村合併に関しては、２０年近く前にいろ

いろ合併議論が町内でもございまして、最終的に合併をしないという選択をい

たしました。その件に関して、町民の皆さんに関しては、その市町村合併をし

なかったということに対してのご支持が強いんじゃないかということで考えて

おりますので、市町村合併を今さら町民の皆さんに問うということは全く考え

ておりません。 

 あと、当然、１つの小さな自治体でやれること、やれないこと、できるだけ

広範囲でやったほうが効率的な部分は当然ありますので、そういう部分につい

ては広域行政という形で解決をしていくという、そういう方向で考えてまいり

ます。例えば消防であれば県南消防広域事務組合ですかね、久留米市とか小郡

市とかそういうところが入ってやっていますし、ごみ処理に関しても燃やすご

みは大川と一緒にやるし、それ以外については八女西部でやるとか、そういう

ような広域の枠組みの中でいろんなものを、広いほうが有利なものについては

そういう形で対応しているというような形でありますので、そういうものを今

後さらに広げていくというのは、当然あり得るというふうに考えております。 
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 それとあと、開発の問題に関して。これに関しては、よくもう少し開発をと

いうご意見を伺うことはございますが、今、土地利用計画、農振計画を見直そ

うという作業に入っております。その過程でそういう議論も当然出てくるもの

だというふうに思っておりますけれども、ただ、農振地域というのはそう簡単

に見直せないというのが国の制度上の状況でございまして、大木町の場合、そ

ういう開発と農地を守るというその部分をどう折り合いをつけていくのか、こ

れについても本当に議論していかなければならない課題だというふうに思って

おりますので、こういう問題についても、縷々、議員の皆さんとは議論を申し

上げたいというふうに思っております。 

 以上で答弁を終わります。 

 

議長  それでは、３回まで質問はありましたが、最後に時間残っております

けれども、一言だけ許可をしたいと思いますが、よろしいですか。 

 

馬場高志議員  大丈夫です。 

 

議長  それでは、以上で馬場高志隆議員の一般質問を終わります。 

 続いて、２番、野口裕子議員の一般質問を許します。野口裕子議員。 

 

野口裕子議員  ２番、野口裕子でございます。 

 議長の許可を得ましたので、一般質問をいたします。議員なりまして初めて

の質問でございます。よろしくお願いいたします。 

 保育・幼児教育の無償化についてお伺いいたします。 

 ６月２日に大木町総合体育館で行われた、おおきっ子すくすくまつりには多
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くの来場者があり、夢中でゲームや折り紙を楽しむ親子、お勧めのおやつには

長蛇の列、ハイハイ競争では愛くるしい我が子のシャッターチャンスを狙う家

族の姿などがあり、子供の成長を一緒に喜び合う保護者に大木町の明るい将来

が見えました。大木町が全国でもトップレベルで子育てしやすいまちづくりに

取り組んでこられた成果を感じました。 

 今回、保育・幼児教育の無償化についてお尋ねいたします。 

 ２月１２日、政府は幼児教育及び保育の料金を無償化する子ども・子育て支

援法改正案を閣議決定いたしました。これにより、ことしの１０月から幼稚園、

保育園、認定こども園に通う全ての３歳から５歳児の無償化と、住民税非課税

の世帯のゼロ歳から２歳児の保育料を無償化にし、預かり保育や認定外保育の

一部も金額の上限つきながら無償化の対象とされています。 

 全国には２万人近くの子供が保育園に入れず困っている状況でありながら、

大木町は待機児童ゼロというすばらしい結果を出しております。しかし、保育

料が無償化されることで子供の入園希望者がふえ、待機児童問題が悪化するの

ではないかという心配の声もあります。また、食材料費（副食費）の保護者負

担の説明や徴収金額、徴収方法など困惑された不安の声もあります。 

 そこで、保育料無償化によるまちへの負担と対策について、次の２点お尋ね

いたします。 

 １、保育料無償化による待機児童を生まない入園希望者への対応策。 

 ２、保育料無償化による食材料費（副食費）の保護者負担の対応策。 

 以上の２点について答弁をお願いいたします。 

 

議長  それでは答弁を許します。内藤こども未来課長。 
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こども未来課長  ２番、野口裕子議員の一般質問にお答えします。 

 まずは、６月２日のおおきっ子すくすくまつりの取り組みにつきまして、高

い評価をいただきましたことに感謝申し上げます。 

 さて、議員ご質問のとおり、国の幼児教育・保育の無償化につきましては、

幼児教育・高等教育無償化の制度の具体化に向けた方針が平成３０年１２月２

８日に関係閣僚合意がなされ、令和元年５月１０日に子ども・子育て支援法の

一部を改正する法律が成立し、県から市町村への改正内容の説明会が６月１２

日に行われました。１０月の無償化に向けて本格的に動き出しております。 

 本日お配りしております資料を見ていただきたいんですが、資料３０－１と

ついています１枚目の資料は、国より示されました住民、事業者向け説明資料

でございます。１０月から３歳から５歳までの幼稚園、保育園、認定こども園

などを利用する子供たちの利用料が無償化され、ゼロ歳から２歳までの住民税

非課税世帯の子供たちも対象となります。また、５ページからは、保育料が無

償化されますが、給食につきましては実費での負担となる説明資料でございま

す。 

 さて、議員ご質問の保育料無償化による待機児童を生まない入園希望者への

対応策でございますが、大木町では４月１日現在、待機児童は発生していない

状況でございます。３歳から５歳の児童につきましては、現在把握している対

象人口のほぼ１００％の割合で利用施設を確保できている状況です。ですので、

３歳から５歳の児童が無償化により、すぐに待機児童という形でふえることは

ないと考えております。また、ゼロ歳から２歳の児童につきましては、現在、

施設利用者のうち住民税非課税世帯の割合は約４％で、こちらも無償化により

大幅に増加するものではないと考えております。 

 しかし、例年のこととしまして、新たに保護者が勤務を希望される場合や、
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転入される方が入園希望される場合などの対応が課題と考えております。町内

には、まだ保育園の利用定員に届いてない施設もありますので、定員までの受

け入れ拡大をお願いするとともに、他の施設の入所状況を的確に把握し、協議

を密にしながら入園希望者への対応を確実に行っていきたいと考えております。 

 ２つ目に、保育無償化による食材料費（副食費）の保護者負担の対応策につ

きましてでございますが、参考までに配付資料の４ページをごらんください。

上の表の中の１段目に１号認定こども、２段目に２号認定こども、３段目に３

号認定こどもの定義を載せておりますので参考にしていただきたいと思います。 

 次に、５ページをごらんください。 

 現行では、幼稚園、認定こども園の１号認定では、主食費・副食費を実費徴

収していましたが、これまでの保育所等の２号認定では主食費のみ実費徴収だ

ったものを、今回の無償化後はどちらも同じように主食費・副食費を保育所等

で実費徴収するものとされております。 

 資料８ページをごらんください。保育料の無償化となりますが、食材料費が

実費負担に変わることにより、これまでの保育料よりも保護者の負担がふえな

いように、１号認定こども、２号認定こども、それぞれに表の色のついている

対象者は副食費を免除する範囲として整合性が図られております。 

 ６月１２日の県からの制度説明を受け、これから町内の各保育園等において

の実費徴収の金額がどの程度になるのか、それぞれの施設でどのように実費徴

収を行うのかなど検討していくことになりますが、まちといたしましても各保

育園の取り組み状況を確認・指導していくとともに、保育料の無償化に伴う今

回の食材料費の実費徴収という改正内容が保護者の皆様にご理解いただけるよ

う、丁寧な説明に努めてまいりたいと考えております。 

 以上で、２番、野口裕子議員の一般質問に対する答弁を終わります。 
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議長  それでは、①の保育料無償化による待機児童を生まない入園希望者へ

の対応策についての再質問ございますか。２番、野口裕子議員。 

 

野口裕子議員  答弁の町内にはまだ保育園の利用定員に届いていない施設も

あるという点について、関連してお尋ねいたします。 

 実際に保育園の利用定員に届いていない施設の現状には保育士不足が大きな

原因であり、町内の保育園に伺ったところ、保育士不足は深刻で、教育実習に

さえ来ない状況にあると話されました。保育士確保のため人材バンクを利用す

れば、初期費用、手数料と経費がかかる上、保育士の資質向上には心配な点も

あります。その上、保育士の専門性を高めるためのキャリアアップ研修の時間

確保や、延長保育に対応するための勤務状況は大変難しいところもあるとお話

しされました。 

 まちとして、これからも入所希望者に対応できる保育士確保についてはどの

ように考えてありますでしょうか、お伺いいたします。 

 

議長  答弁を許します。内藤こども未来課長。 

 

こども未来課長  ２番、野口裕子議員の再質問についてお答えいたします。 

 保育士の確保につきましては、全国的にその不足というのが問題となってお

ります。こちらにつきましては、保育所で預かる子供さんの低年齢化等に伴い

まして、１人の保育士で預かることのできる子供さんの数という条件等もござ

いますし、無償化も含めてですけれども、入所できるようにということでのニ

ーズが高まっている部分もあるのかと思います。 
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 幸い、大木町については待機児童は発生しておりませんけれども、県内でも

１，０００人を超える、速報値で１，２００人からの待機児童が発生している

ような状況です。これについては県でもそういうふうな分をどういうふうに解

決したらいいかというので話し合い等も持たれておりますけれども、なかなか

画一的にこうやったら全部が解決できるという部分ではありません。先ほども

言われましたように、保育士の処遇改善ということで、研修を受けていただく

ことでの賃金のレベルを維持するとか、そういうふうな国の施策もございます

けれども、やはりどうしても研修に行くとなると、現場のほうの人員不足とか、

そういうところもございます。保育士の補助者の雇い上げとか、そういう部分

での補助なりは行って、少しでも負担軽減になるようにと努めている部分もご

ざいますし、まち独自で新しく保育士になられた方についての補助金を、施設

と合わせたところでの事業を実施したりとか、そういう部分で現場のほうとも

話し合いをした中で、国の制度を使う部分、まち独自で行う部分というのを今

後も検討していきたいと考えております。 

 以上でございます。 

 

議長  保育料無償化による待機児童を生まない入園希望者への対応策につい

て、３回目の質問ございますか。どうぞ。 

 

野口裕子議員  この点につきましても、保育園の状況を把握して、今後も行

っていただきたいと要望いたします。 

 以上です。 

 

議長  それでは、次に、②の保育料無償化による食材料費（副食費）の保護
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者負担への対応策についての２回目の質問はございますか。２番、野口裕子議

員。 

 

野口裕子議員  答弁の１号認定こども、２号認定こども、それぞれの対象者

は、これまでの保育料より保護者の負担がふえないよう副食費を免除されるこ

とは、当事者にとって大変安心できるものと思います。 

 ところで、町内の各保育園での実費徴収の取り組みで、今現在、把握されて

いる現状をお教えください。お願いいたします。 

 

議長  答弁を許します。内藤こども未来課長。 

 

こども未来課長  野口裕子議員の再質問にお答えいたします。 

 副食費の徴収の対象となるお子さんの割合ですけれども、今現在、大木町に

通っていらっしゃるお子さんの中で、副食費の実費徴収が必要な方となるのが、

大体３００人の方が実費徴収の対象となります。それ以外の方が、大体１４０

人ほどが免除という形になります。 

 このような状況の中で、先日、町内の保育所や認定こども園等での会議の中

で、主食費・副食費の現状を尋ねましたところ、本日配付しています資料の９

ページの下段の主食費の注意書きにありますように、実費徴収して主食を提供

している保育園が２園、ご飯を持参による現物持参をしているところが２園と

いうふうになっております。 

 さらに、副食費の実費徴収を合わせて見直しするかどうかについて、それぞ

れの園としても課題となっております。主食費・副食費合わせての徴収対応に

するのかどうかという部分ですね。副食費につきましては、詳細の計算までは
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まだできておりませんが、おおむね参考資料の５ページ、６ページの基準額４，

５００円前後となっておる状況でございます。それにつきましても、まだ対象

の年齢の子供さん以外の食材費の計算とかもありますので、実費というのが、

その辺の金額がどういうふうに最終的になるか、それをある程度町内で整合性

をとるのかどうか、そういうふうな部分についてもこれから検討していくこと

になりますので、今後、近隣の市町村での情報も収集しつつ、町内の保育園及

び認定こども園とも情報を交換して、今後の対応についてこれから進めていき

たいと思っております。 

 以上でございます。 

 

議長  保育料無償化による食材料費の保護者負担の対応策についての３回目

の質問ございますか。２番、野口裕子議員。 

 

野口裕子議員  早目の情報提供は、町民、当事者への信頼と安心につながり

ます。子育て世代にとって保育料無償化は大変喜ばしいことです。しかし、ま

ず子育て世代にとって、働いている間、預かってもらえるかどうかということ

は、生活基盤を考える中で大変重要なことです。そして、大切な子供の命と未

来を預かる専門機関としての保育施設の重要性もますます高まっています。保

育料の無償化が保育施設も、利用者も、保護者側も混乱なくスムーズに取り組

まれますよう要望して、私の質問は終わります。 

 以上です。ありがとうございます。 

 

議長  はい、ありがとうございました。 

 以上で、２番、野口裕子議員の一般質問を終わります。 
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 暫時休憩をいたします。再開を午後１時といたします。 

 

 

休憩    １１時４８分 

再開    １３時００分 

 

 

議長  休憩前に引き続き、一般質問を行います。 

 ５番、古賀靖子議員の一般質問を許します。古賀靖子議員。 

 

古賀靖子議員  ５番、古賀靖子でございます。議長の許可を得ましたので、

一般質問いたします。初めての質問でございます。どうぞよろしくお願いいた

します。 

 今回は、地域おこし協力隊の活動についてと子育てしやすいまちづくりの推

進についての２項目について質問いたします。 

 まず、地域おこし協力隊の活動についてでございますが、私は民間企業をや

めて、大木町で仕事をするようになり、この地域おこし協力隊の活動にとても

興味を持つようになりましたので質問いたします。 

 この活動については、昨年の６月議会において、古賀知文議員が一般質問さ

れていました。そのときの回答は、蛭池地区の空き家利用の件と地域おこし協

力隊のそれぞれの方の活動内容の紹介でした。この一般質問により、地域おこ

し協力隊通信として、広報おおきに活動が掲載されるようになりました。こと

しの６月号で１０回掲載されています。しかし、当初に比べ、掲載枠がだんだ

ん小さくなってきております。 
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 その後、１年が経過しており、地域おこし協力隊の方々の活動がどのように

進捗しているのか、改めて質問させていただきます。 

 現在、大木町では、５人の地域おこし協力隊の方がおられます。そのうち３

人の方は、この６月で２年が経過し、残り１年と聞いております。最後の大事

な１年が実りある活動となるために、次の質問をさせていただきます。 

 ①地域おこし協力隊の方の活動目的と現在の進捗状況について。 

 ②地域おこし協力隊の目的達成のための町の支援について。 

 ③地域おこし協力隊の期間終了後、大木町に定住希望者の方はおられるかど

うかについてです。 

 次に、子育てしやすいまちづくりについて、町長に質問いたします。 

 町長はマニフェストの一つに、子育て支援・教育の充実を上げておられ、子

育て世帯に対して、来月の７月からはこども医療費の無料化を中学生まで拡大

されます。これは保護者にとってはとても魅力的な支援であり、子育て世帯の

増加にもつながることで、町を活性化させると思います。 

 しかし、子育て支援の現場に携わっている者の一人として、今の子育ての大

変さを痛感しております。今の子育ては、私の子育ての時代と環境も違い、親

の働き方も多様化しています。さらに、最近の子供たちを巻き込んだ事件など、

どれをとっても大きく変化しております。その変化に合わせた環境づくりや子

育て支援が必要になっています。 

 また、他市町村においても、いろいろな子育て支援を出しています。そんな

中で、大木町がさらに子育て支援を推進するために、次の質問をさせていただ

きます。 

 ①子育て支援については、担当課が複数にまたがっていると思います。スピ

ード感を持って推進するために、関係課の連携及び事務の見直しについてどの
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ように考えておられるかお尋ねいたします。 

 以上です。 

 

議長  答弁を許します。境町長。 

 

境町長  ５番、古賀靖子議員の一般質問にお答えいたします。 

 まずは、私のほうから、子育てしやすいまちづくりの推進について答弁させ

ていただき、地域おこし協力隊の活動については産業振興課長が答弁いたしま

す。 

 子育てしやすいまちづくりの推進についてでございますが、議員ご指摘のよ

うに、私のマニフェストにおいて子育て支援・教育の充実の項目の中で、子育

て世代包括支援センターの充実、こども医療費負担軽減・多子世帯応援、子育

て支援体制の整備、ふるさと教育の充実などを上げさせていただいております。

これらのお約束については、スピード感を持って実現に向けて取り組んでまい

りたいと思っております。この中で、こども医療費の無料化を中学生にまで拡

大することについては、７月から実施することで、現在準備を進めているとこ

ろでございます。 

 さて、議員ご指摘のように、現代社会においては、核家族化やライフスタイ

ルの変化、親の働き方の多様化など、子育て環境は大きく変わり、さらに子供

を巻き込んだ事件・事故等が多発する中で、地域全体で子供たちの健やかな成

長を見守り、子育て世帯を親身に支える仕組みづくりが重要になっているとい

うふうに考えております。 

 大木町では、ほかの市町村に先駆けて２０年以上前から、保育料の大幅な負

担軽減や多子世帯応援などの子育て支援対策を積極的に実施し、子育てしやす
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い町として、子育て世帯の移住・定住に結びつき、人口も微増傾向で推移して

まいりました。また、地域で子供たちを見守る活動も活発に行われています。

これまで築いてきた子育てしやすい町としての実績は、しっかりと受け継いで

いかなければならないと思っております。 

 しかし、議員ご指摘のように、１０月からは幼稚園、保育所、認定こども園

などに通う全ての３歳から５歳児の保育料の無償化と住民税非課税世帯のゼロ

から２歳児の保育料無償化が全国的に実施され、また近年では、効果的な少子

高齢化や人口減少対策として、ほとんどの市町村でさまざまな子育て支援策が

実施されており、大木町が子育ての町として魅力を維持していくためには、町

独自の総合的な子育て支援対策の充実が必要であるというふうに考えておりま

す。 

 議員ご質問の子育て・教育関係の連携・事務の見直しについてでございます

が、まずは妊娠期から子育て期において、それぞれの段階に応じた支援や助言、

サービスの提供が切れ目なく継続されるよう、ワンストップ拠点としての子育

て世代包括支援センターを遅くとも令和２年度までに設置したいと考えており

ます。また、子供の虐待に対応するケース会議などでは、子育て支援と学校教

育の担当者が連携して対応しているものの、学校施設を利用している学童保育

事業では、学童保育と学校との連携が十分できていないなど、担当課が複数に

またがっていることによる課題もございます。 

 議員ご指摘のように、妊娠期から幼児期、さらに学校教育まで、切れ目のな

い子育て支援体制をどうするのか、重要な課題であると認識しており、この見

直しについて、できるだけ早く検討に入り、方向性を出してまいりたいと考え

ております。 

 町独自の総合的な子育てサービスの充実、地域全体での見守り・支援活動、
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役場における子育て・教育の連携体制の整備を３本柱として、子育て支援政策

を充実させてまいりますので、議員各位、地域や関係機関などのご支援をお願

い申し上げます。 

 以上で、５番、古賀靖子議員の一般質問に対する答弁を終わります。 

 

議長  答弁を許します。広松産業振興課長。 

 

産業振興課長  ５番、古賀靖子議員の一般質問にお答えいたします。 

 １、地域おこし協力隊の活動についてでございますが、本町では平成２９年

６月から、非常勤特別職として地域おこし協力隊を任用しております。現在、

都市農村交流支援員２名、匠の技術伝承者１名、農村耕し隊２名の計５名が町

内で活動しております。 

 まず、①の地域おこし協力隊の活動目的と現在の進捗状況についてでござい

ますが、各隊員の活動目的及び進捗状況を一覧にした資料を配付しております。 

 整理番号１番の隊員でございますが、蛭池地区において、空き家を利用した

地域活性化を計画し、その準備を進めているところでございます。この隊員は、

移住コンシェルジュとして町の魅力紹介や町外から人を呼び込むための空き家

を活用した事業化による地域の活性化を活動目標に掲げており、現在の進捗状

況は、令和２年度よりゲストハウスの開業に向け、蛭池地区の空き家の改築作

業などを進めている状況にあります。 

 次に、整理番号２の隊員でございますが、本地域の新たな食の魅力発信事業

の取り組みを行う隊員として、昨年度は、えのき麺の開発及び試食販売活動に

加え、きのこレシピ集の作成を行い、平成３１年２月ごろからは、本町の特産

品であるあまおうを使った琥珀糖「いちごのかけら」を開発し、本年春に一部
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メディアにも取り上げられておりまして、注目されるなどしております。この

隊員は、ＷＡＫＫＡを使った新商品の開発の活動に力を注いでいるところでご

ざいます。 

 整理番号３番、匠の技術伝承者として活動している隊員は、久留米がすりの

人間国宝、松枝玉記先生のお孫さんでございます松枝哲哉先生より指導を受け

られ、笹渕の工房においてその技術伝承の研修中で、現在は藍染めをするため

に藍だてをし、久留米がすりの全ての工程が本町でできるよう、引き続き取り

組みを進めています。 

 農村耕し隊は、平成２９年９月から任用の隊員と、平成３０年４月からの隊

員の２人が活動をしています。この２名については、道の駅おおきの北側農園

において、年間を通した体験型農業と独自野菜の栽培販売を行っており、農業

と連携した道の駅、にぎわいの場づくりを行っています。 

 なお、本資料に記載しております任用の期間についてでございますが、大木

町地域おこし協力隊設置要綱において、隊員の任用期間は１年以内の期間とす

る。この場合において、町長は、当該隊員を３年を超えない範囲で再任するこ

とができると定めていることから、ここに記載しております任期期間は、最長

の期間として記載しているものでございます。 

 次に、②地域おこし協力隊の方の目的達成のための町の支援についてお答え

いたします。 

 大木町地域おこし協力隊活動費助成事業実施要綱では、人件費とは別に、地

域おこし活動経費、自己研さん研修経費、地域おこし滞在経費の３つの区分経

費の中で、町長が認めたものを１人当たり年間２００万円を限度として助成す

ることとしております。 

 １つ目の地域おこし活動経費は、作業道具・消耗品等の購入に要する経費や



59 

活動用車両の借り上げに要する経費、関係者間の調整、意見交換等に要する事

務的な経費のほか、定住に向けて必要となる研修や資格取得などに要する経費

の実費相当額が経費として申請できることとしております。 

 ２つ目の自己研さん研修経費は、研修会、講習会等の参加に要した旅費及び

受講費並びに資格取得に要した受験費等の実費相当額が経費として申請できる

こととしております。 

 ３つ目の地域おこし滞在経費は、毎月の上限額は４万円で、みずからの滞在

のための居住借り上げに要する経費の実費相当額が経費として申請できること

としております。 

 これらの経費助成については、総務省が制定している地域おこし協力隊推進

要綱に合致するもので、特別交付税の財政措置を受けることができるため、引

き続き目的達成のための支援を行ってまいります。 

 最後に③、地域おこし協力隊の期間終了後、大木町に住みたいという方はお

られますかについてお答えいたします。 

 本制度は、地方自治体が都市住民を受け入れ、地域おこし協力隊員として委

嘱し、一定期間以上、農林漁業の応援や住民の生活支援などの各種の地域協力

活動に従事してもらいながら、当該地域への定住・定着を図る取り組みについ

て、地方自治体が意欲的、積極的に取り組むことができるよう国が財政措置を

行う仕組みとなっております。 

 本町においても、本年度委嘱した５名の隊員は、当該制度の目的、趣旨を十

分理解され、活動されているものと承知していますので、現在活動されている

方が全て本町に住みたいと思い、それを達成するためにどのような活動が必要

なのかをしっかり考えながら取り組まれているものと認識をしております。 

 平成２９年度の全国の地域おこし協力隊員の現状についての総務省データで
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は、隊員の約６割は任期終了後も定住し、同一市町村内に定住した隊員の約３

割が起業されていると公表されていますので、本町の隊員の皆さんも任期期間

中に自立できるめどをつけられ、ぜひとも定住に結びつけていただきたいと願

っているところでございます。 

 以上で、５番、古賀靖子議員の一般質問に対する答弁を終わります。 

 

議長  地域おこし協力隊の活動についての再質問はございますか。５番、古

賀靖子議員。 

 

古賀靖子議員  ありがとうございます。今の答弁で、都市農村交流支援員の

方が２名、匠の技術伝承者が１名、農村耕し隊が２名の活動の内容がわかりま

した。 

 最初の質問として、平成３０年度における、この５名の方に要した費用につ

いてお尋ねいたします。また、その金額のうち、町の負担金があればお願いい

たします。 

 それと、今後も引き続き地域おこし協力隊の募集をされる予定があるかどう

かもお願いいたします。 

 

議長  それでは、答弁を許します。広松産業振興課長。 

 

産業振興課長  ５番、古賀靖子議員の再質問にお答えいたします。 

 １つ目でございます、平成３０年度に要した費用についてでございますが、

まず、報償費と活動助成金と２つの部分がございます。まず、報償費について

ですが、これについては、隊員の区分によりまして月額がちょっと違っており
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まして、町づくり活動全体を行う者、月額が２０万円、文化伝承を行う者が月

額１６万５，０００円の支給額となっております。本日お配りしました配付資

料でいきますと、３番の隊員が１６万５，０００円のということになっており

ます。報償費の年額、計でございますけれども、１，２４７万円ということに

なります。 

 次に、活動助成費でございます。これについては、先ほど地域おこし活動経

費だったりとか自己研鑽研修経費、あと地域おこし滞在費というものを３つ合

計で２４８万８，５２４円の助成金の支給を行っております。 

 なお、町費についてのお尋ねがございましたけれども、国の財政措置上限額

が４００万円となっておりますので、報償費については、町づくり活動全体を

行う者が月額２０万円で年額が２４０万円となります。それと、活動助成費は

２００万円が上限となっておりますので、報償費については４０万円の部分、

２００万円を超える部分については町費で賄うということになってございます。 

 それと、２つ目の質問でございました今後の募集についてでございますけれ

ども、現在、具体的な募集を行うというような予定はございませんけれども、

大木町の特徴でもございます農業、特に新規就農関係については、定住・定着

というのが望めるということもありますので、農村耕し隊あたりでちょっと考

えていきたいなというふうに思っておるところでございます。 

 以上で再質問に対する答弁を終わります。 

 

議長  地域おこし協力隊の活動についての３回目の質問はございますか。５

番、古賀靖子議員。 

 

古賀靖子議員  この制度の一番難しい点は、地域おこし協力隊の任期終了後、
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大木町に根づいて引き続き活動することができるかどうかということです。本

人が定住したい意思があっても、生活する上で、収入を初めいろんな課題が出

てくると思われます。特に久留米がすりの技術伝承者となると、まだまだ長い

修行の期間が必要となります。 

 そこで、任期終了された後、地域おこし協力隊員に対して、大木町独自とし

て何か支援、対策を考えておられるかどうかお尋ねします。 

 

議長  それでは、答弁を許します。広松産業振興課長。 

 

産業振興課長  ５番、古賀靖子議員の再々質問にお答えいたします。 

 任期満了後の隊員への支援ということでございますけれども、現時点におい

て町独自の財政支援策はございません。国の財政措置におきましては、同一市

町村内で起業された方についての経費についての財政措置というものがござい

まして、上限は１００万円ということで承知をしております。 

 今後につきましては、地域おこし協力隊員とは、週に一度活動報告会、それ

と面談も定期的に担当者が行っておりますので、その中で定住・定着に結びつ

く具体的な支援策が必要であれば、その支援についての予算化、事業化を行う

こととなるかというふうに考えております。 

 なお、町独自の支援を行う場合は予算措置が必要になると思いますので、隊

員、またその関係者の方とも十分協議をしながら、また議員の皆様にも、予算

の関係がございますので、ご意見等も踏まえながら検討してまいりたいという

ふうに思っております。 

 以上でございます。 
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議長  それでは次に、子育てしやすいまちづくりの推進についての再質問を

受けたいと思います。古賀議員、ございますでしょうか。５番、古賀靖子議員。 

 

古賀靖子議員  こども未来課長にお尋ねしたいと思います。 

 先ほど町長の答弁の中で、令和２年までに設置したいと考えておられる子育

て世代包括支援センターなんですが、これを利用される対象者をお尋ねしたい

と思います。それとあわせて、併設場所もお願いいたします。 

 

議長  答弁を許します。内藤こども未来課長。 

 

こども未来課長  ５番、古賀靖子議員の質問にお答えいたします。 

 子育て世代包括支援センターの対象年齢につきましては、県内で既に設置し

ております市町村の状況を確認しましても、まずは妊娠期から幼児期との考え

から、就学前までを対象に開始しているケースが多く見受けられます。 

 大木町でも昨年度、庁内の事務改善委員会での検討結果として、当初、就学

前までに設定し、さらに教育委員会との連携を図り、段階的に義務教育まで拡

大を目指すとしております。 

 また、設置場所につきましても同様に、既に子育て支援の拠点として利用者

に定着している子育て交流センターにおいて、必要な業務による整備や配置を

考える趣旨の結果が示されております。その内容に沿って検討を進めていきた

いと考えております。 

 以上で、５番、古賀靖子議員の質問に対する答弁を終わります。 

 

議長  子育てしやすいまちづくりの推進についての３回目の質問はございま
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すか。５番、古賀靖子議員。 

 

古賀靖子議員  ありがとうございました。 

 最後に、質問ではなく、私からの要望として、子供の成長は待ったなしです。

今問題が起きていれば、すぐに対応しなければなりません。 

 そこで、先ほどの町長の答弁の中で、妊娠から学校教育まで、切れ目のない

子育て支援体制をどうするかは重要な課題であると、それと認識もしていると

いうことでしたので、この見直しについて、できるだけ早い検討、方向性を出

したいと言われておりましたので、ぜひともスピード感を持って取り組んでい

ただきたいと思います。 

 最後に、町独自の子育て支援対策を充実させていただくということですので、

子育て支援についても継続して一般質問をさせていただきたいと思います。 

 以上です。 

 

議長  ご意見でございますが、町長、何か言い足りないことがあれば。よろ

しいですか。境町長。 

 

境町長  今回、子育て支援に関するご質問をいただきましてありがとうござ

います。子育て支援に関しては、私も冒頭申し上げましたように、マニフェス

トの中で重要課題として位置づけさせていただいて、本当に切れ目のない支援

をどうするのかというのが課題になっているということでございます。 

 大木町は、これまで子育ての町として結構評価されてきましたので、やっぱ

りそれを、その強みを維持していく。その強みをさらに生かしていくというこ

とを考えないといけないと思っているので、議員の皆さんともいろいろ今後ご
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支援を賜りながら、ぜひ子育てに関して、子育てに関しては今までのように、

例えば保育料を安くすればそれで子育てしやすい町というふうな評価も得られ

ませんので、やっぱり全体的に、総合的に、実際子育てしている人たちが大木

町で子育てしてよかったと思っていただけるような、そういうような対策を打

ち出していく必要があるというふうに考えていますので、そういう総合的な子

育て支援について、本当に言われるようにスピード感を持って具体的な方向性

を出してまいりたいというふうに思っております。どうもありがとうございま

す。 

 

議長  以上で、５番、古賀靖子議員の一般質問を終わります。 

 それでは、続いて、６番、北島好昭議員の一般質問を許します。北島好昭議

員。 

 

北島好昭議員  ６番、北島好昭です。議長の許可を得ましたので、一般質問

をさせていただきます。議員となって初質問であり、ふなれでもありますので、

執行部におかれては、質問の意を酌んでご答弁くださるようお願いをいたしま

す。 

 さて、今回は、安全対策を問うとの視点で２項目質問をいたします。 

 まず、高齢者の自動車運転操作ミスが原因と思われる悲惨な事故が発生をし

ています。特に４月には、東京で発生した８０歳男性の暴走運転により、歩道

を横断していた３１歳の母親と３歳のお嬢さんが一瞬にして命を絶たれた事故

や、６月に入り、福岡市内で発生した８０歳男性が運転する自動車が１００キ

ロを超える猛スピードで交差点に突っ込み、運転者と同乗の配偶者が死亡し、

７名の方が巻き込まれ重軽傷を負われるなど、悲惨な事故が頻発しているよう
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に感じます。 

 このような事故を発生させないためには、自動車の運転に不安等を持つ高齢

者やその家族の皆さんには、我が家から悲惨な事故の加害者をつくらないとの

決意から、家族内で十分にお話し合いの上、高齢者の納得の上で自動車運転免

許証の自主返納をいただければと思いますが、行政が自主返納を後押しするよ

うな施策の実施もまた必要と思います。 

 つきましては、本町における免許証の自主返納を促す施策の実施状況とその

成果をお尋ねいたします。 

 ２点目です。子供たちの通学路の安全確保についてであります。 

 国道４４２号が整備されたことにより、旧国道４４２号線は大木町に移管を

され、町道１５４５号線として管理することとなりましたが、その町道の大部

分には歩道がない状況の中、通学する子供たちは、大型トラック等が通行する

際、道路路肩部分に立ちどまり、車が通り過ぎるのを待ち、再び歩き出すとい

う危険と隣り合わせの通学状況です。 

 そこで、町長にお尋ねをいたします。 

 町道１５４５号線を通学道路として使用せざるを得ない現状を、より安全に

改善することはできないかお尋ねをいたします。 

 以上２点の質問をいたします。 

 

議長  それでは、答弁を許します。境総務課長。 

 

総務課長  ６番、北島好昭議員の一般質問にお答えいたします。 

 本町においての自動車運転免許証の自主返納を促す施策の実施状況と成果に

ついては私から答弁させていただき、旧国道４４２号を通学路として使用せざ
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るを得ない現状をより安全に改善することはできないかについては建設水道課

長が答弁いたします。 

 まず、福岡県内の交通事故の発生状況でございますが、平成３０年の交通事

故発生件数は３万１，２７９件、死亡者数は１３６人となっており、直近の１

０年間で発生件数、死亡者数とも約３０％減少しております。また、平成３０

年の本町の交通事故発生件数は４７件と、直近の１０年間で約半減しておりま

す。管内の大川市、筑後市と比べても、各段に少のうございます。このことは、

飲酒運転撲滅や子供と高齢者に対する交通安全意識の高揚と教育活動の推進な

ど、警察、行政及び地域の交通安全指導員など、関係機関の長年にわたる地道

な活動の成果であると認識をしております。 

 しかしながら、議員ご指摘のとおり、近年、高齢者の逆走や暴走運転などに

よる重大事故が頻発し、特に子供や女性などが犠牲になる悲惨な事故が発生し

ております。警察庁の年齢別死亡事故統計でも、１０年前と比較すると、全体

の発生件数は３４％減少しているにもかかわらず、８０から８４歳は１４％、

８５歳以上は９６％増加しており、また７５歳以上の運転者が起こす死亡事故

の原因は、ハンドル操作やブレーキとアクセルの踏み間違いなどの操作不適が

最も多くなっております。 

 このような高齢者による事故対策として、実技の義務化を含めた運転免許の

毎年更新や自動ブレーキ搭載車などの車種に限定する限定免許制度の創設、さ

らには、速度制限自動車や自動運転自動車の実用化などが求められております

が、現在国において法制化や実用化に向けた検討がなされており、今後の動向

を注視してまいりたいと思っております。 

 二、三日前の政府の関係閣僚会議では、法制化に向けて今年度中には方向性

を出したいということが示されておるところでございます。 
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 本町では、平成２９年度から、高齢者運転免許証自主返納支援事業としまし

て、運転免許証を自主返納された７０歳以上の高齢者に対し、日常生活に不可

欠な買い物や通院などに利用するためのタクシー利用券、初乗り料金相当─

１回６２０円分でございます─これを１年に４８枚、２年間助成することと

しております。 

 高齢者の運転免許自主返納に対する支援は、現在県内３３の自治体で実施さ

れておりますが、その多くは期間が１年で１万円から２万円程度の助成となっ

ておりますが、本町では最高で年間３万円程度の助成を２年間行う制度として

おります。 

 また、制度の内容については、年度当初と中間の年２回広報紙に掲載し、ま

た各種の会議等でも周知をさせていただき、町民の皆様への周知を図っている

ところでございまして、利用者は、平成２９年度２３人、助成額２４万２，０

００円、平成３０年度５０人、助成額３９万円と増加しており、現在までの申

請者は６５人となっております。 

 公共交通機関が十分とは言えない本町において、日常生活における自動車の

利用は必要不可欠でありますが、本事業の実施により高齢者の健康状況に鑑み、

本人やその家族が運転免許証の自主返納を考えていただく契機となる有効な施

策であると考えております。 

 交通事故は、日常生活において誰もが当事者となるおそれのある身近な問題

であり、安心・安全なまちづくりのため、今後も警察、地域及び各種団体と連

携し、町民の交通安全意識を高めていく広報啓発や教育活動を継続していく所

存でございます。 

 以上で、６番、北島好昭議員の一般質問に対する答弁を終わらせていただき

ます。 
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議長  答弁を許します。川村建設水道課長。 

 

建設水道課長  ６番、北島好昭議員の一般質問にお答えいたします。 

 安全・安心なまちづくり、これは第５次大木町総合計画においても、明確な

目標として位置づけられています。中でも道路網の充実、特に通学路の安全・

安心な歩行空間を確保すること、これが安全・安心なまちづくりという目標を

達成する上で重要な役割を担っていることは十分認識をしているところです。 

 さて、町道に移管されまして、平成２５年３月に全面供用開始されました旧

国道４４２号、現在の町道１５４５号線、こちらにつきましては、議員ご指摘

のとおり、侍島交差点部分を除き、そこから筑後市境までの東の部分が主要な

通学道路であるにもかかわらず、歩道未整備区間として、交通量が多く、また

大型トラックも少なくない頻度で往来している、そういう状況にあります。 

 ご存じのとおり、道路というのは車と歩行者が分離して利用できるように歩

道が整備されていることが交通安全上望ましいわけですが、家屋連担地等にお

いては膨大な予算を要するため、なかなか実現できないのが実情です。 

 本町の道路整備計画路線としましては、ご承知のとおり現在着手いたしてお

ります町道１０号線、自転車歩行者道路整備事業、場所的には花宗川より南で

三八松の交差点までとなりますが、こちらが完了した後は、中島地区から大溝

小学校付近までの自転車及び歩行者空間の整備が次期事業として既に計画され

てはいますが、やはり多大な財源を要することから、その後の計画については

決定をしていない状況にあります。 

 このため、当課といたしましては、取り組みやすい安全対策として、路側帯

─これはご承知のとおり、道路の両端にあるもので、歩行者が通行できて車
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が通行できない部分です─これを広くとりまして緑色に着色をするグリーン

ベルト整備、これをこれまで並行して取り組んできております。グリーンに着

色することで、ドライバーが車道と路側帯を視覚的に、より明瞭に区分できる

ようにして交通事故を防止すること、さらに場合によっては車道幅を狭くする

ことで、速度の出やすい道路を速度が出しにくい道路に改める効果も期待でき

るものです。 

 議員が懸念される道路につきましても早期に手を打つべき路線であり、当面

の措置として、グリーンベルト化を進めるべき路線として既に検討、調査に入

っているところです。ただ、地域の理解、警察の容認・同意、それから財政面

の手当など、クリアすべき課題も多く想定されますので、舗装補修工事や水道

管の布設がえ工事など、他事業との絡みの中で、最も効率的なタイミングで着

手できるよう準備を進めていきたいと考えております。 

 いずれにしましても、早期実現に向け、できる限りの努力をしていく所存で

すので、ご理解いただきますようよろしくお願いいたします。 

 以上で、６番、北島好昭議員の一般質問に対する答弁を終わります。 

 

議長  それでは、１点目の本町においての自動車運転免許証の自主返納を促

す施策の実施状況と成果についての再質問はございますか。６番、北島好昭議

員。 

 

北島好昭議員  それでは、先ほどの答弁に対し再質問をさせていただきます。 

 ただいま自主返納を促す施策として、タクシーの初乗り運賃相当額のタクシ

ー利用券を年間４８枚を限度に２年間、自主返納した高齢者の申請に基づいて

交付されることとなっておること、また広報おおき６月号にも再度特集記事を
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掲載され、その普及に取り組まれていることについて敬意を表しますが、２年

間の交付期限を終えた自主返納者で、家族の支援も受けられない方はどうなる

のでしょうか。全額自費でタクシーを利用しなければならないのでしょうか。 

 そこでお尋ねしますが、近隣の自治体では、運営の形態はそれぞれだと思い

ますが、コミュニティバスや福祉バスの名称で、市内、市外を問わず、病院、

役所、スーパー、銀行等を巡回する定期路線として、買い物難民と言われる高

齢者の足を確保されているようですが、本町においてもコミュニティバス等の

運行予定があるものなのか。あるのであれば何年度運行予定かを、町長にお答

えいただきたいというふうに思っております。 

 その回答によれば、免許証の自主返納時期に悩む高齢者が一つの決断の時期

ということで判断することにさらになるのではなかろうかというふうに思って

いますので、町長のお考えをお聞きしたいと思います。 

 

議長  答弁を許します。境町長。 

 

境町長  北島議員のご質問にお答えいたします。 

 北島議員のご質問いただいている内容は、これも本当に町としては大きな課

題であるというふうに考えています。現状では、高齢者の事故が多発をしてお

ると。かといって、大木町のような、そういうコミュニティバスであるとか公

共交通機関が発達していないところでは、じゃ、ある程度年をとったら免許証

を返納しなさいということでやってしまうと、今度は身動きがとれなくなって

しまう。結局、家の中にひきこもったり、買い物に行けなかったり、病院に行

けなかったり、そういうようなことになってしまうわけです。 

 一つ、ご家族の支援等があれば、タクシーチケットの助成というのも一つ有
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効な対策だとは思っているんですけれども、それが根本的な解決にはならない

ということは、もう議員ご指摘のとおりでございます。それとあわせて、これ

からのまちづくりをやっていく上で、町が生き残るということはどういうこと

かというと、全ての地域が生き残ること。全ての地域で安心して暮らしていけ

るという、そういうようなまちづくりをするということが非常に大事なことで

ありまして、そのために議員ご指摘のように、コミュニティバスであるとかデ

マンドタクシーであるとか、そういう地域モビリティーの問題というのは当然

避けて通れないと。これも実はマニフェストの中に一応示させていただいてお

りまして、この問題は結構やり方によっては、例えば空のバスが走ったりとか、

非常にコストがかかったりとか、そういうような状況もございますので、大木

町の地域でどういう形で地域モビリティーを取り組んでいくのかというのは、

やっぱりじっくり検討していかんといかんだろうというふうに考えております。 

 じゃ、来年からすぐやれるかというと、そういうような簡単な問題ではない

というふうに考えておりまして、コミュニティーの活動あたりも活発になって

きましたので、そういうところでの運営も含めて、少なくとも私の任期中には

方向性を出したいというふうに思っておりまして、企画課のほうには、まずは

全国的にどういうような方法で地域モビリティシステムを構築しているのか。

いろんなやり方がありますので、それをまず情報を収集して、有望なところに

ついては資料を取り寄せたり、できれば直接調査に行ったりして、大木町でど

ういう形で取り組んでいったらいいかというところを方向性をとにかく出した

いというふうに考えております。それについても議員各位とはいろいろ情報交

換しながら取り組んでまいりたいというふうに思っておりますので、今後とも

そういう意味でのご支援のほうはよろしくお願いしたいと思います。 

 以上で終わります。 
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議長  本町においての自動車運転免許証の自主返納を促す施策の実施状況と

成果についての３回目の質問はございますか。６番、北島好昭議員。 

 

北島好昭議員  ３回目、これは質問ではございません。もう要望ということ

で聞いていただいていいかと思います。 

 今、町長から答弁がされたように、いろいろな形態があるわけで、じゃ大木

町に適する形態が何なのか。やっぱりそれは調査、検討が必要だろうと思いま

すが、先ほども言ったように、これは高齢者だけが事故を起こすわけではない

んですが、しかも高齢者の免許証を取り上げるわけでもないんですが、ちょっ

と頻発しておるという現状からも、できれば早期に大木町独自の足の確保がで

きますように、一層のご努力をお願いしたいというふうに思っております。要

望でございます。 

 

議長  それでは次に、旧国道４４２号線を通学路として使用せざるを得ない

状況の現状をより安全に改善することはできないかについての再質問ございま

すか。６番、北島好昭議員。 

 

北島好昭議員  先ほど、建設水道課長のほうより答弁をいただきました。非

常に踏み込んだ答弁をいただいて、もう私も質問することがないんじゃなかろ

うかと思ったところなんですが、そういった前向きなアイデアもお持ちのよう

ですので、なかなか地元のことは言いにくかったんですが、そちらから踏み込

んでいただきましたので、ぜひ子供たちは町の宝でもありますから、通学路の

安全確保について早急に実施をお願いしたいというふうに思っていますし、１
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点、横断歩道もないところをどうしても横断せざるを得ないという箇所も中に

ございます。そこについても、過去に要望もしたということもちょっと聞いた

ことがございますが、できれば点滅信号つきの横断歩道の整備ということもあ

わせて検討していただきたいというふうに思います。 

 それとあわせて、これも私がたまたま地元のところで見ておっただけのこと

で要望しておるところなんですが、町内の他の地域でも、まだまだ多くの危険

箇所があろうかと思いますので、ぜひＰＴＡなり、学校教育課なり、そういっ

たところと情報交換やっていただいて、一日も早く全町的に危険箇所をなくす

という取り組みをやっていただきたいというふうに思っているところです。 

 よければ、いま一度、建設水道課長の決意を聞いて終わりたいと思います。 

 

議長  答弁を許します。川村建設水道課長。 

 

建設水道課長  今、議員のほうからいただきました要望については、警察と

の協議を必要とするものも多々あると思います。地域の要望、それから先ほど

申し上げられましたＰＴＡからの要望等にできるだけ沿うような形で、警察と

の協議、その他必要な条件整備に取り組んでいきたいというふうに思います。 

 あと、やはり道路管理者である建設水道課としても、今後、先ほど議員がご

指摘なされたように、今後あわせてソフト面においても積極的に踏み込んで、

安全な道づくりへ向けたソフト面の充実というのは課題として取り組むべきだ

というふうに認識はいたしております。学校教育課等と連携いたしまして、安

全パトロールに基づく危険箇所の吸い上げ、情報共有、それから対応できると

ころについては迅速な対応を行う、そういった連携をまた学校サイドのほうと

密にして、道路管理者としても道路の安全について、特に通学路の安全につい
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て積極的に今後踏み込んでやらせていただきたいと思っております。 

 以上です。 

 

議長  それじゃ、３回目の質問は。６番、北島好昭議員。 

 

北島好昭議員  もう質問ではありません。前向きな答弁をいただいてありが

とうございます。まだ３０分も残しておるので、これはちょっと余りサバ読み

過ぎたかなと思っておるんですが、何もないのに時間を潰してもしようがない

でしょうから、本日はこれにて私の質問を終わりたいと思います。どうもあり

がとうございました。 

 

議長  これをもって、６番、北島好昭議員の一般質問を終わります。 

 これをもって一般質問を終了いたします。 

 暫時休憩をいたします。１４時２０分からの再開といたします。 

 

 

休憩    １３時５７分 

再開    １４時２０分 

 

 

議長  それでは、再開いたします。 

 休憩前に引き続き、会議を開きます。 

 日程第２、議案第３１号大木町環境プラザの指定管理者の指定についてを議

題といたします。 
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 本案は、去る６月１３日に文教厚生常任委員会に付託されておりましたので、

委員長の報告を求めます。益田隆一委員長。 

 

益田委員長  去る６月１３日、文教厚生常任委員会に付託されました議案第

３１号大木町環境プラザの指定管理者の指定について、審査の結果を報告しま

す。 

 ６月１４日、環境課長、係長に説明のための出席を求め、詳細なる資料、過

去の決算報告書、事業計画書の提出を求め、詳細なる説明を受けました。 

 一般社団法人サスティナブルおおきは、大木町、大木町商工会、福岡大城農

業協同組合、株式会社ビストロくるるんにより、大木町の持続可能なまちづく

りに寄与することを目的として設立された法人であり、大木町環境プラザの運

営業務は当法人の設立目的に合致している。また、現在、大木循環センターの

運営はもとより、環境プラザのリユース部門や分別指導、選別作業の受託業務

を適正に行っており、現在の職員を中心に、環境に精通した新たな人材を加え

ることで、より効率的で発展性のある管理運営ができる。環境プラザについて

は、ごみ出しの拠点施設として住民の利用が年々増加しており、今後、機能保

全のための修理とあわせ、住民のアイデアを加えた運営を組み合わせることが

できれば、より機能的で多くの人が集う施設に成長することができるという内

容であった。 

 委員会からの要望としては、現在の環境プラザの人員確保、環境課自体、人

員が足らないように感じている部分もあり、今後の人材確保に期待したい。ま

た、世界でも深刻化するプラスチックごみの問題にいち早く取り組んでいる本

町は先見の明があり、環境プラザの隣の敷地にある株式会社ＹＫクリーンとの

連携を図り、敷地内につくった公園を有効活用するためにも、視察対応を含め
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大木町環境プラザの今後の展開を期待したいと思います。 

 以上のような経緯と選定理由及び今後の事業展開を期待し審議した結果、委

員会としては一般社団法人サスティナブルおおきは指定管理者として妥当であ

ると判断し、原案のとおり可決すべきものと、参加委員全員の賛成のもと決定

しました。 

 以上、委員長の報告を終わります。 

 

議長  委員長の報告を終わります。 

 委員長の報告に対する質疑を行います。質疑ありませんか。 

 

    質疑なし 

 

議長  質疑なしと認めます。これをもって質疑を終結いたします。 

 益田委員長、ありがとうございました。 

 これから討論を行います。討論はありませんか。 

 

    討論なし 

 

議長  討論なしと認めます。 

 お諮りいたします。採決を行いたいと思います。ご異議ありませんか。 

 

    異議なし 

 

議長  ご異議なしと認めます。この採決は起立によって行います。 
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 議案第３１号、本案に対する委員長の報告は可決です。 

 日程第２、議案第３１号大木町環境プラザの指定管理者の指定については、

委員長の報告のとおり決定することに賛成の方は起立願います。 

 

    起立多数 

 

議長  起立多数です。したがって、議案第３１号、本案については委員長の

報告のとおり可決されました。 

 お諮りいたします。日程第３、議案第３２号町道の路線の廃止について、日

程第４、議案第３３号町道の路線の認定については、それぞれ関連があります

ので、一括議題としたいと思います。ご異議ありませんか。 

 

    異議なし 

 

議長  ご異議なしと認めます。したがって、議案第３２号、議案第３３号に

ついては一括議題といたします。 

 本案は、去る６月１３日に総務建設産業常任委員会に付託されておりました

ので、委員長の報告を求めます。徳永伸行委員長。 

 

徳永委員長  町道の路線廃止及び認定について、委員長報告をいたします。 

 令和元年第３回大木町議会６月定例会に提案されました議案第３２号町道の

路線の廃止について及び議案第３３号町道の路線の認定については、総務建設

産業常任委員会に付託されました。 

 去る６月１３日、建設水道課長による書類審査と現地調査を実施しましたの
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で、その報告をいたします。 

 廃止する路線は、不用となった一部を木佐木小学校の拡張用地と交換するも

ので、町民の利益になると判断します。認定しようとする２路線は、廃止した

路線を延長して他の町道と接続するもの１件と、寄附採納物件１件です。 

 委員会として現地調査を行い、さらに詳しく説明を求めたところであります。

廃止した路線を延長して他の町道と接続する路線では、延長部分がカーブして

おり、速い速度で通行すると事故につながる可能性があり、速度注意の表示な

どをするよう要望いたしました。 

 以上のことから、審査の結果、原案のとおり町道の廃止及び町道の認定をす

べきと判断いたします。 

 総務建設産業常任委員会に付託されました議案第３２号町道の路線の廃止に

ついて及び議案第３３号町道の路線の認定については、全員原案のとおり可決

すべきものと決定いたしました。 

 以上で、審査の経過と結果の委員長報告を終わります。 

 

議長  委員長の報告を終わります。 

 委員長の報告に対する質疑を行います。質疑ありませんか。 

 

    質疑なし 

 

議長  質疑なしと認めます。これをもって質疑を終結いたします。 

 総務建設産業常任委員会、徳永委員長、ありがとうございました。 

 これから討論を行います。議案第３２号、議案第３３号について討論はあり

ませんか。 
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    討論なし 

 

議長  討論なしと認めます。 

 採決を行いたいと思います。ご異議ありませんか。 

 

    異議なし 

 

議長  ご異議なしと認めます。 

 日程第３、議案第３２号町道の路線の廃止についてを採決いたします。この

採決は、起立によって行います。 

 本案に対する総務建設産業常任委員会委員長の報告は可決です。日程第３、

議案第３２号町道の路線の廃止については、委員長の報告のとおり決定するこ

とに賛成の方は起立願います。 

 

    起立多数 

 

議長  起立多数です。したがって、議案第３２号町道の路線の廃止について

は、委員長の報告のとおり可決されました。 

 続いて、日程第４、議案第３３号町道の路線の認定についてを採決いたしま

す。この採決も起立によって行います。 

 本案に対する総務建設産業常任委員会委員長の報告は可決です。 

 日程第４、議案第３３号町道の路線の認定については、委員長の報告のとお

り決定することに賛成の方は起立願います。 
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    起立多数 

 

議長  起立多数です。したがって、議案第３３号町道の路線の認定について

は、委員長の報告のとおり可決されました。 

 お諮りいたします。議案第３５号令和元年度大木町水道事業会計補正予算

（第１号）について、議案第３６号大木町教育委員会委員の任命についてを日

程に追加し、追加日程第１、議案第３５号、追加日程第２、議案第３６号とし

て議題とすることにご異議ありませんか。 

 

    異議なし 

 

議長  ご異議なしと認めます。したがって、議案第３５号令和元年度大木町

水道事業会計補正予算（第１号）について、議案第３６号大木町教育委員会委

員の任命についてを日程に追加し、議題とすることに決定しました。 

 追加日程第１、議案第３５号令和元年度大木町水道事業会計補正予算（第１

号）についてを議題といたします。 

 職員に議案を朗読いたさせます。事務局長。 

 

事務局長  議案第３５号令和元年度大木町水道事業会計補正予算（第１号）。 

 （総則）第１条 令和元年度大木町水道事業会計補正予算（第１号）は、次

に定めるところによる。 

 （資本的収入及び支出）第２条 令和元年度大木町水道事業会計予算第４条

に定めた資本的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。 
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 科目、既決予定額、補正予定額、計の順番で読み上げます。 

 第１款資本的収入、２億５，４４２万１，０００円、１，５００万円、２億

６，９４２万１，０００円。 

 第１項負担金、５９２万１，０００円、１，５００万円、２，０９２万１，

０００円。 

 支出。第１款資本的支出、２億９，５８１万５，０００円、１，５００万円、

３億１，０８１万５，０００円。 

 第１項建設改良費、１，８４９万８，０００円、１，５００万円、３，３４

９万８，０００円。 

 令和元年６月１９日、大木町長、境公雄。 

 以上でございます。 

 

議長  職員の朗読を終わります。 

 提出者から提案理由の説明を求めます。境町長。 

 

境町長  議案第３５号令和元年度大木町水道事業会計補正予算（第１号）に

ついての提案理由を申し上げます。 

 本案は、福岡県が実施する久留米柳川線大溝駅交差点道路改良事業において、

迂回用仮設道路の設置が決定され、施工されることに伴い、既存道路に埋設さ

れた水道管を速やかに仮移設する必要が生じたため、係る費用を予算化するも

のでございます。 

 詳細につきましては、担当課長に説明させますので、ご審議いただき、議決

賜りますようお願い申し上げまして、提案理由といたします。 
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議長  これをもって提案理由の説明を終わります。 

 詳細にわたる説明を所管課長に求めます。川村建設水道課長。 

 

建設水道課長  それでは、令和元年度大木町水道事業会計補正予算（第１

号）について説明いたします。 

 議案書１ページをごらんください。 

 提案理由でも述べましたとおり、福岡県が現在実施しております主要地方道

久留米柳川線の道路改良・改築事業のうち、大溝駅前交差点付近の改良工事に

おいて、橋梁のかけかえ、拡幅の工事のための迂回用仮設道路を設置する旨決

定がされたため、既存の橋梁に沿って布設されている水道管を仮移設すること

が必要となり、資本的支出の建設改良費で工事請負費相当額を、また資本的収

入の負担金の項目では同額で県からの補償金見合いの工事負担金をそれぞれ計

上いたしております。 

 以上で説明を終わります。 

 

議長  以上で所管課長の説明を終わります。 

 これより質疑を行います。質疑ありませんか。 

 

    質疑なし 

 

議長  質疑なしと認めます。これをもって質疑を終結いたします。 

 お諮りいたします。議案第３５号については、会議規則第３８条第３項の規

定によって委員会の付託を省略したいと思います。ご異議ありませんか。 
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    異議なし 

 

議長  ご異議なしと認めます。したがって、議案第３５号については、委員

会の付託を省略することに決定しました。 

 これから討論を行います。討論はありませんか。 

 

    討論なし 

 

議長  討論なしと認めます。 

 お諮りいたします。採決を行いたいと思います。ご異議ありませんか。 

 

    異議なし 

 

議長  ご異議なしと認めます。この採決は起立によって行います。 

 追加日程第１、議案第３５号令和元年度大木町水道事業会計補正予算（第１

号）については、原案のとおり決定することに賛成の方は起立願います。 

 

    起立多数 

 

議長  起立多数です。したがって、議案第３５号、本案については原案のと

おり可決されました。 

 追加日程第２、議案第３６号大木町教育委員会委員の任命についてを議題と

いたします。 

 職員に議案を朗読いたさせます。事務局長。 
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事務局長  議案第３６号大木町教育委員会委員の任命について、次の者を大

木町教育委員会委員に任命することについて、町教育行政の組織及び運営に関

する法律（昭和３１年法律第１６２号）第４条第２項の規定により議会の同意

を求める。令和元年６月１９日提出、大木町長、境公雄。 

 住所、大木町大字三八松４０２番地２。 

 氏名、鳥取 賀子、６２歳。 

 以上でございます。 

 

議長  職員の朗読を終わります。 

 提出者から提案理由の説明を求めます。境町長。 

 

境町長  議案第３６号大木町教育委員会委員の任命についての提案理由を申

し上げます。 

 本案は、前大木町教育委員会委員の野口 裕子氏が平成３１年３月１３日付

で辞職されたことに伴い、新たに鳥取 賀子氏を本年４月１日付で同委員に任

命いたしたく、地方教育行政の組織及び運営に関する法律第４条第２項の規定

により議会の同意を求めるものでございます。 

 ご審議いただき、ご同意賜りますようお願い申し上げまして、提案理由とい

たします。 

 

議長  これをもって提案理由の説明を終わります。 

 詳細にわたる説明は提出者からなされましたので、省略いたします。 

 これより質疑を行います。質疑ありませんか。 
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    質疑なし 

 

議長  質疑なしと認めます。これをもって質疑を終結いたします。 

 これから討論を行います。討論はありませんか。 

 

    討論なし 

 

議長  討論なしと認めます。 

 お諮りいたします。採決を行いたいと思います。ご異議ありませんか。 

 

    異議なし 

 

議長  ご異議なしと認めます。この採決は起立によって行います。 

 追加日程第２、議案第３６号大木町教育委員会委員の任命については、原案

のとおり決定することに賛成の方は起立願います。 

 

    起立多数 

 

議長  起立多数です。したがって、議案第３６号大木町教育委員会委員の任

命については、同意することに決定いたしました。 

 ただいま本人がおみえでございますので、挨拶を受けたいと思います。 

 鳥取委員が議場に入られましたので、ご挨拶のほうをお願いいたしたいと思

います。どうぞ。 
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鳥取 賀子氏  失礼します。先ほどご承認いただきました鳥取 賀子です。

ご承認くださいましてありがとうございます。 

 私は、教諭として３９年間、大川市内の中学校に勤務しておりました。たく

さんの子供たちに出会い、日々一緒に悩み、喜び、そのかかわりの中で、子供

たちや保護者から多くのことを学びました。それで、私自身も成長できたと思

っております。もちろん職場の先生方の支えがあったからです。 

 そんな私の経験を役立てることができたらと思っております。これからも勉

強していきたいと思いますのでよろしくお願いします。 

 

議長  それでは、鳥取委員が退出をされます。 

 それでは、日程第５、大木町議会運営委員会の閉会中の継続審査の申出につ

いてを議題といたします。 

 議会運営委員長から、会議規則第７２条の規定により、お手元に配付してお

ります本会議の会期日程等、議会の運営に関する事項について、閉会中の継続

調査の申し出があります。 

 お諮りいたします。委員長からの申し出のとおり、閉会中の継続調査とする

ことにご異議ありませんか。 

 

    異議なし 

 

議長  ご異議なしと認めます。したがって、委員長からの申し出のとおり、

閉会中の継続調査とすることに決定しました。 

 日程第６、大木町議会常任委員会の閉会中の継続調査の申出についてを議題
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といたします。 

 各委員長から、会議規則第７２条の規定によって、お手元に配付しました所

管事務の調査について、閉会中の継続調査の申し出があります。 

 お諮りいたします。各委員長からの申し出のとおり、閉会中の継続調査とす

ることにご異議ありませんか。 

 

    異議なし 

 

議長  ご異議なしと認めます。したがって、各委員長からの申し出のとおり、

閉会中の継続調査とすることに決定いたしました。 

 お諮りいたします。本会議において議決されました案件で、条項、字句、数

字、その他整理を要するものにつきましては、その処理を議長に委任されたい

と思います。これにご異議ありませんか。 

 

    異議なし 

 

議長  ご異議なしと認めます。よって、議決されました案件で、条項、字句、

数字、その他の整理は議長に委任することに決定いたしました。 

 日程第７、会議録署名議員の指名を行います。 

 本定例会の会議録署名議員は、会議規則第１１６条の規定により、議長にお

いて、３番、原田勝議員、５番、古賀靖子議員、お二人を指名いたします。 

 これで本日の日程は全て終了いたしました。会議を閉じます。 

 令和元年第３回大木町議会定例会を閉会いたします。お疲れさまでした。 
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閉会    １４時４５分 

 



 

 

地方自治法第１２３条の規定により署名する 

 

 

 

議   長    中 島 和 正 

 

 

5番    古 賀 靖 子 

 

 

3番    原 田  勝  


